
企 業 会 計 予 算



（単位  千円）

４ 雑 収 益

２

１ 開 催 収 益

モーターボート競走事業

備　　　　　　　考

２

３４,４００,０００

３６,７４１,６００

場間場外発売事務受託収益

３

３６,６８４,９５２

２,１６７,７８０

項 目

５６,６４８

１１７,１７２

予　　　　定　　　　額

そ の 他 営 業 収 益

営 業 収 益１

（収　　 　入）

１

営 業 外 収 益

款

モーターボート競走事業収益

収 益 的 収 入 お よ び 支 出

平成30年度滋賀県モーターボート競走事業会計予算実施計画

１

１５,５４８

１６,５９６

２２,３６６

２,１３８２

使 用 料

受 取 利 息 お よ び 配 当 金

３ 長 期 前 受 金 戻 入



（単位  千円）

費

３,８６３

３

６,６６５４

２００,０００

３３,５１３

雑 支 出

消 費 税 お よ び 地 方 消 費 税

２４４,０４１

款 項 目

モーターボート競走事業

１ モーターボート競走事業費用

繰 出 金

場 間 場 外 発 売 事 務 受 託 費

３

４

（支　　 　出）

２ 営 業 外 費 用

１ 営 業 費 用

３３,２４９,５７０１ 開 催 費

備　　　　　　　考予　　　　定　　　　額

１

２

支払利息および企業債取扱諸

２,２３７,４３７

資 産 減 耗 費

総 係 費

３８１,８０８５ 減 価 償 却 費

３２５,８９７２

３２６

ボ ー ト ピ ア 発 売 事 業 費

２９１,３１５

３６,７３０,１００

３６,４８６,０５９



（単位  千円）

（単位  千円）

備　　　　　　　考

１,０７９,０００１ 資 本 的 収 入

１,０７９,０００１ 企 業 債

リ ー ス 債 務 支 払 費

固 定 資 産 購 入 費

施 設 改 良 費

目 予　　　　定　　　　額

１,０７９,０００１ 企 業 債

備　　　　　　　考

１

３ ３６,４３８

５２,４３４

予　　　　定　　　　額

１,４１０,４００

モーターボート競走事業

１,２５８１ 基 金 積 立 金

２ 企 業 債 償 還 金

１,２８２,７２５１ 企 業 債 償 還 金

３ 投 資 １,２５８

１,２８２,７２５

１

資 本 的 収 入 お よ び 支 出

（支　　 　出）

資 本 的 支 出

款

１

項

（収　　 　入）

款 項

１２６,４１７

３７,５４５２

目

建 設 改 良 費



（平成30年４月１日から平成31年３月31日まで）
（単位  千円）

１

２

３ 財 務 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー

リ ー ス 債 務 の 返 済 に よ る 支 出 △ ３６,４３８

有 形 固 定 資 産 の 取 得 に よ る 支 出 △ １０７,５１０

投 資 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー △ １０８,７６８

基 金 積 立 に よ る 支 出 △

建設改良費等の財源に充てるための企業債による収入 １,０７９,０００

３３,５１３

受 取 利 息 お よ び 受 取 配 当 金 △ ２,１３８

９３,０００

未 払 金 の 増 減 額 △ １５０,２４６

未 収 金 の 増 減 額

支 払 利 息

モーターボート競走事業

業 務 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー

１１,５００

減 価 償 却 費 ３８１,８０８

１６,５９６

平成30年度滋賀県モーターボート競走事業予定キャッシュ・フロー計算書

３２

引 当 金 の 増 減 額

長 期 前 受 金 戻 入 額

当 年 度 純 利 益

利 息 お よ び 配 当 金 の 受 取 額 ２,１３８

１,２５８

資 産 減 耗 費

業 務 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー

投 資 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー

３２１,６９３

小 計 ３５３,０６８

△ ３３,５１３利 息 の 支 払 額

△

２,１９５



財 務 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー

資 金 期 末 残 高 ９１８,１８９

資 金 増 加 額 △ ２７,２３８

資 金 期 首 残 高 ９４５,４２７

１,２８２,７２５建 設 改 良 費 等 の 財 源 に 充 て る
た め の 企 業 債 の 償 還 に よ る 支 出

モーターボート競走事業

△ ２４０,１６３

△



人 人 千円 千円 千円 千円 千円

千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円

給 与 費 明 細 書

前 年 度

比　　較

モーターボート競走事業

合 計

－

区　　分

損 益 勘 定 支 弁 職 員

1,506

890

18－

175

合　　　　　計

合 計

区　　　　　　　　　　　　　　分
給 料

166,257

68,811

資 本 勘 定 支 弁 職 員

68,614

－

137,425

手　当　の　内　訳

法 定 福 利 費
給　　　　　　　　与　　　　　　　　費

計

27,75571,704

－

26,743

手 当

68,614

特 別 職

18

－ －

職 員 数

－

一 般 職

－ 18

66,798

－

68,811

－

2,916

時 間 外 勤 務
手 当

－

－－

164,168

26,743

△ 1,012

138,502

特殊勤務手当

137,425

－

164,168

166,257

－

138,502

5,317 22,251

住 居 手 当 期 末 手 当

－

－

1,440

△ 3,090

17,886 12,279

－ －

 －

勤 勉 手 当

△ 1,077

△ 1,077

－

損 益 勘 定 支 弁 職 員  －

－

66,798 27,755

2,455

資 本 勘 定 支 弁 職 員

地 域 手 当

合 計 18

資 本 勘 定 支 弁 職 員 －

本 年 度

扶 養 手 当

71,704

△ 3,090

－

2,013

△ 4,365△ 360

2,013

14,513

△ 2,234

△ 2,089

△ 2,089

9,504

9,504

通 勤 手 当

2,043

△ 1,012

－

3,247

－

461

1,800

5,4922,396

　　１　総　　　括

本
　
年
　
度

前
　
年
　
度

比
　
　
　
較

－

損 益 勘 定 支 弁 職 員

－

△ 1,204 －



千円 千円 千円 千円 千円

モーターボート競走事業

管 理 職 手 当

680

8,315

3,044

本 年 度

前 年 度

－ －

420

比　　較

2,151

2,151

420

休日勤務手当
管 理 職 員
特別勤務手当

区　　分

5,271

243

退 職 手 当

940

児 童 手 当

260

2,832

2,589



千円 千円

給与改定に伴う 給与改定の状況
増減分

　　　　　  平成27年度の給与制度の総合的見直しによる給料の引下
 げに係る経過措置の終了

昇給に伴う増加
分

その他の増減分 職員数の異動状況

人 人 人

制度改正に伴う 制度改正の状況
増減分

 勤勉手当

 退職手当

一般会計に準じて改定

その他の増減分

　 改定実施時期        　　 　 　　平成30年１月１日

－ －

　 改定実施時期　　 　 　        　平成29年４月１日
 扶養手当

現 に 在 職 す る 職 員

前年度

－18本 年 度

前年度

備 考

そ の 他

前 年 度

区　　分 計

18

比　　較

給 料

1,274

△ 3,090 357

区 分

2,013

手 当

△ 267

職 員 構 成 の 異 動 等

増 減 事 由 別 内 訳 説 明

1,006

増 減 額

　　２　給料および手当の増減額の明細

モーターボート競走事業

△ 3,447

－ 18

－

　 改定実施時期　　 　　　　　　 　平成29年４月１日
 給料の改定率　　　　　　　　　　　　　　　　 0.2％

 1,274千円

18

　 改定実施時期        　　 　 　　平成29年12月１日



 151,500

行 政 職

　　　(2) 初　任　給 （単位　円）

 300,889

区 分

高 校 卒

平均給与月額 大 学 卒

 385,584

 185,800

区 分

モーターボート競走事業

39.5

平 均 年 齢

　　３　給料および手当の状況

　　　(1) 職員１人当たり給与

平成28年12月１日現在

平成29年12月１日現在

平均給料月額

平均給与月額

行 政 職

（単位　円・歳）

行 政 職

一般会計の制度

平均給料月額

40.6

 185,800 418,187

 310,139  151,500

平 均 年 齢



 4

 18

6

 18

11.1

モーターボート競走事業

平

成

29

年

12

月

１

日

現

在

平

成

28

年

12

月

１

日

現

在

5.6

22.2

22.2

区 分
職　員　数

行 政 職

　　　(3) 級別職員数

 3

 3

 2

16.7

６ 級

 1

11.1

７ 級

 2

 2

構　成　比

（単位　人・％）

11.1

 4

11.1

5.5

5.5

100.0

 1

 1

100.0計

5.5

 2

22.3

５ 級

２ 級

１ 級

２ 級

４ 級

３ 級

 1

３ 級

33.4

６ 級

５ 級

４ 級

16.7

１ 級

計

７ 級

 4



1 級

主 査

係 長

主 事

　　　 　（級別の標準的な職務内容）

参 事 主 幹

（困 難）

 1

主 事

3 級

 (高 度）（困 難）
係 長

 10

 2

 －

 －

主任主事
（困 難）

2 級4 級

主任主事

課 長

号 給 数 別 内 訳

 18

(B)/(A) 83.3

4 号 給

(B)/(A)

モーターボート競走事業

8 号 給

比 率

昇 給 に 係 る 職 員 数 (B)

比 率

号 給 数 別 内 訳

(A)

2 号 給

課長補佐

 3

課長補佐

 18

 13

行 政 職

　　　(4) 昇　　給 （単位　人・％）

行 政 職区 分

職 員 数

6 号 給

 1

2 号 給

本

年

度

 15

昇 給 に 係 る 職 員 数 (B)

8 号 給

職 員 数

4 号 給

6 号 給

前

年

度

区 分

(A)

5 級

（困 難）

7 級 6 級

83.3

 15

主 幹



支　　給　　期　　別　　支　　給　　率

有

（平成29年12月１日現在　単位　％・円）

(1.075)
2.125

職制上の段階、職務の

行 政 職

支給額の多い手当

区 分

支 給 対 象 職 員 の 比 率

給 料 総 額 に 対 す る 比 率

一 般 会 計 の 制 度
(1.075)
2.125

代表的な特殊
勤務手当の名
称

区 分

モーターボート競走事業

11,044支給対象職員１人当たり平均支給月額

本 年 度

2.7

100.0

前 年 度

公営競技開催業務手当

有

級等による加算措置

(1.05)
2.075

多くの職員に支給
さ れ て い る 手 当

(2.25)
4.30

(1.225)
2.275

(1.20)
2.225

　　　(5) 特殊勤務手当

6 月
備 考

公営競技開催業務手当

12 月

（単位　月）

(1.225)
2.275

(2.30)
4.40

支　 給　 率　 計

　　　(6) 期末手当・勤勉手当

(2.30)
4.40

有



定年前早期退職
特例措置

定年前早期退職
特例措置

　　注　１　「(1) 職員１人当たり給与」は、当該日に在職する職員（休職職員等を除く｡）について算出したものである。

　　　　２　「(1) 職員１人当たり給与」の平均給与月額は、期末手当、勤勉手当、退職手当および児童手当を除いて算出したものである。

　　　　３　「(6) 期末手当・勤勉手当」の（　）書は、再任用職員に係る支給率である。

25年勤続の者

47.709

備 考
そ の 他 の
加 算 措 置 等

35年勤続の者 最 高 限 度

同　　　　　じ

区 分 一 般 会 計 の 制 度 と の 異 同

同　　　　　じ

同　　　　　じ

同　　　　　じ

区 分

24.586875

20年勤続の者

モーターボート競走事業

扶 養 手 当

地 域 手 当

住 居 手 当

通 勤 手 当

支　　　　給　　　　率　　　　等 33.27075

（2％～45％加算）

　　　(8) その他の手当

24.586875 47.709 47.709

47.709
（2％～45％加算）

　　　(7) 定年退職および勧奨退職に係る退職手当

差 異 の 内 容

一　 般　 会　 計　 の　 制　 度
（ 支　給　率　等 ）

33.27075

（単位　月）



（単位  千円）

モーターボート競走事業

平 成 29 年 度 末 ま で の
支払義務発生（見込）額

平 成 30 年 度 以 降 の
支 払 義 務 発 生 予 定 額

左　　の　　財　　源　　内　　訳

事　　　　　　　　　　　　　項 限  度  額

そ　の　他期　　　　間 金　　額 期　　　　間 金　　額 企　業　債 国 補 助 金

債 務 負 担 行 為 に 関 す る 調 書

大 型 映 像 装 置 賃 借 604,000 平成20年度から 373,712 平成30年度から 73,610 － － 73,610

1,893 － － 1,893

平成33年度まで

平成29年度まで 平成31年度まで

公 営 企 業 会 計 シ ス テ ム 構 築 業 務 19,500 平 成 29 年 度 473 平成30年度から



（単位  千円）

１

イ

ロ

ハ

ニ

ホ

へ

ト

チ

イ

モーターボート競走事業

基 金 １,２００,１８９

投 資 そ の 他 の 資 産 合 計 １,２００,１８９

固 定 資 産 合 計 ７,６２２,４２０

(2) 投 資 そ の 他 の 資 産

有 形 固 定 資 産 合 計 ６,４２２,２３１

減 価 償 却 累 計 額 ４９,５０８△         ２０３,２７８

減 価 償 却 累 計 額 １８３△              ６５１

工 具 器 具 お よ び 備 品 １１７,７１５

船 舶 ２,５８４

減 価 償 却 累 計 額 ８８６△              １,６９８

減 価 償 却 累 計 額 ２７,２３６△         ９０,４７９

リ ー ス 資 産 ２５２,７８６

減 価 償 却 累 計 額 ７５５,９５５△       ５,２９０,８３４

構 築 物 ２４１,２１６

減 価 償 却 累 計 額 ２３,４５３△         ２１７,７６３

車 両 お よ び 運 搬 具 ８３４

機 械 お よ び 装 置 １７５,５２４

減 価 償 却 累 計 額 ４４,６１３△         １３０,９１１

建 物 ６,０４６,７８９

(1) 有 形 固 定 資 産

平成30年度滋賀県モーターボート競走事業予定貸借対照表

（平　成　31　年　３　月　31　日）

資　　　　産　　　　の　　　　部

固 定 資 産

土 地 ４８６,６１７



２

３

イ

イ

４

イ

イ

企 業 債

企 業 債 合 計 ２０３,６３４

(2) リ ー ス 債 務 ３６,４６４

(4) 引 当 金

賞 与 等 引 当 金 １２,４８２

引 当 金 合 計

(3) 未 払 金 ５７８,４２８

１２,４８２

(5) 預 り 金 ９５,０００

流 動 負 債 合 計 ９２６,００８

建設改良費等の財源に充てるための ２０３,６３４

固 定 負 債 合 計 ３,６７４,９２９

流 動 負 債

(1) 企 業 債

(2) 引 当 金

退 職 給 付 引 当 金 １７６,０５４

引 当 金 合 計 １７６,０５４

１,１３６,１６９

建設改良費等の財源に充てるための ３,４９８,８７５
企 業 債

企 業 債 合 計

モーターボート競走事業

(2) 未 収 金 ２１７,９８０

(1) 現 金 預 金 ９１８,１８９

３,４９８,８７５

固 定 負 債

(1) 企 業 債

資 産 合 計 ８,７５８,５８９

負　　　　債　　　　の　　　　部

流 動 資 産 合 計

流 動 資 産



５

６

７

イ

ロ

剰 余 金 合 計 １２,２００

利 益 剰 余 金 合 計 １２,２００

建 設 改 良 積 立 金

モーターボート競走事業

資 本 合 計 ４,０９８,６４４

負 債 資 本 合 計 ８,７５８,５８９

収 益 化 累 計 額 ３３,１９２△         ５９,００８

当 年 度 未 処 分 利 益 剰 余 金 １１,５００

剰 余 金

(1) 利 益 剰 余 金

５９,００８

負 債 合 計 ４,６５９,９４５

繰 延 収 益

７００

(1) 長 期 前 受 金 ９２,２００

資　　　　本　　　　の　　　　部

資 本 金 ４,０８６,４４４

繰 延 収 益 合 計



Ⅰ　重要な会計方針に係る事項に関する注記

　１　固定資産の減価償却の方法

　　(1) 有形固定資産（リース資産を除く。）

　　　　地方公営企業法施行規則（昭和27年総理府令第73号）別表第２号に定める種類の区分ごとに応じた耐用年数により定額法を用いている。

　　　　・主な耐用年数

　　　　　建物　　　　　　　　　15～50年

　　　　　構築物　　　　　　　　10～45年

　　　　　船舶　　　　　　　　　４～５年

　　　　　工具器具および備品　　４～15年

　　(2) リース資産

　　　　所有権移転ファイナンス・リース取引については、自己所有に係る固定資産の減価償却の方法と同一の会計処理によっている。

　２　引当金の計上方法

　　(1) 退職給付引当金

　　　　職員の退職手当の支給に備えるため、当事業年度末の退職手当要支給額におけるモーターボート競走事業会計が負担すべき額を計上している。各会計が負担する額につ

　　　いては、各会計における職員の勤続年数による按分により負担することとしており、他の会計が負担すると見込まれる 115,744千円を除いて計上している。

　　(2) 賞与等引当金

　　　　職員の期末・勤勉手当の支給およびこれに係る法定福利費の支払いに備えるため、当事業年度末における支給（支払）見込額に基づき、当事業年度の負担に属する額を

　　　計上している。

　　(3) 貸倒引当金

　　　　債権の不納欠損による損失に備えるため、貸倒実績率等による回収不能見込額を計上する。

　　　　なお、当事業においては、過去に貸倒実績がないため、計上していない。

　３　その他の計算書類の作成のための基本となる重要事項

　　(1) 消費税等の会計処理

モーターボート競走事業

注 記

（平 成 31 年 ３ 月 31 日）



  　　　消費税および地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。

Ⅱ　平成30年度予定キャッシュ・フロー計算書に関する注記

　　なし

Ⅲ　平成30年度予定貸借対照表に関する注記

　　なし

Ⅳ　セグメント情報に関する注記

　　報告セグメントがモーターボート競走事業会計の単一セグメントであるため、記載を省略している。

Ⅴ　その他の注記

　１  退職給付引当金の目的使用による取崩しについて

　　　当事業年度において、退職手当として18,385千円を支給するため、退職給付引当金17,024千円を取り崩す。

モーターボート競走事業



（単位  千円）

１

２

３

４

５

７４７,６８０△       

特 別 損 失

(2) 繰 出 金 １５０,０００

経 常 利 益

(3) 雑 支 出 ６０９,５５２ ８０７,２５０

１７２,４１２

営 業 外 費 用

(1) 支 払 利 息 お よ び 企 業 債 取 扱 諸 費 ４７,６９８

(4) 雑 収 益 １７,２７３ ５９,５７０

(3) 長 期 前 受 金 戻 入 １６,５９６

(2) 営 業 利 息 お よ び 配 当 金 １,６３４

(1) 使 用 料 ２４,０６７

営 業 利 益 ９２０,０９２

営 業 外 収 益

(6) 資 産 減 耗 費 ４６６ ３８,２７２,８２０

(4) 総 係 費 ３０４,３４５

(5) 減 価 償 却 費 ５２０,０２６

(3) ボ ー ト ピ ア 発 売 事 業 費 ２,５２３,９７４

(2) 場 間 場 外 発 売 事 務 受 託 費 ２９４,１６１

営 業 費 用

(1) 開 催 費 ３４,６２９,８４８

(3) そ の 他 営 業 収 益 １１９,９６２ ３９,１９２,９１２

(2) 場 間 場 外 発 売 事 務 受 託 収 益 ２,２７２,９５０

(1) 開 催 収 益 ３６,８００,０００

モーターボート競走事業

平成29年度滋賀県モーターボート競走事業予定損益計算書

（平成29年４月１日から平成30年３月31日まで）

営 業 収 益



当 年 度 未 処 分 利 益 剰 余 金 ７００

１７１,７１２△       

モーターボート競走事業

(1) そ の 他 特 別 損 失 １７１,７１２ １７１,７１２

当 年 度 純 利 益 ７００



（単位  千円）

１

イ

ロ

ハ

ニ

ホ

へ

ト

チ

イ

固 定 資 産 合 計 ７,９１９,６８８

基 金 １,１９８,９３１

投 資 そ の 他 の 資 産 合 計 １,１９８,９３１

(2) 投 資 そ の 他 の 資 産

減 価 償 却 累 計 額 ２４,７５４△         ２２８,０３２

有 形 固 定 資 産 合 計 ６,７２０,７５７

減 価 償 却 累 計 額 １２,２００△         ７０,７８３

リ ー ス 資 産 ２５２,７８６

減 価 償 却 累 計 額 ４４３△              ２,１４１

工 具 器 具 お よ び 備 品 ８２,９８３

減 価 償 却 累 計 額  － ８３４

船 舶 ２,５８４

減 価 償 却 累 計 額 ２５,８０３△         １４９,７２１

車 両 お よ び 運 搬 具 ８３４

減 価 償 却 累 計 額 １１,７１８△         ２２９,４９８

機 械 お よ び 装 置 １７５,５２４

減 価 償 却 累 計 額 ４４５,１０８△       ５,５５３,１３１

構 築 物 ２４１,２１６

土 地 ４８６,６１７

建 物 ５,９９８,２３９

(1) 有 形 固 定 資 産

モーターボート競走事業

平成29年度滋賀県モーターボート競走事業予定貸借対照表

（平　成　30　年　３　月　31　日）

資　　　　産　　　　の　　　　部

固 定 資 産



２

３

イ

イ

４

イ

イ

モーターボート競走事業

(5) 預 り 金 ９５,０００

賞 与 等 引 当 金 １１,３７５

引 当 金 合 計 １１,３７５

(4) 引 当 金

(3) 未 払 金 ７５２,８７０

企 業 債

企 業 債 合 計 ２０３,７２５

(2) リ ー ス 債 務 ３６,４３８

(1) 企 業 債

建設改良費等の財源に充てるための ２０３,７２５

固 定 負 債 合 計 ３,９１３,９３９

流 動 負 債

退 職 給 付 引 当 金 １７４,９６６

引 当 金 合 計 １７４,９６６

(3) 引 当 金

企 業 債

企 業 債 合 計 ３,７０２,５０９

(2) リ ー ス 債 務 ３６,４６４

(1) 企 業 債

建設改良費等の財源に充てるための ３,７０２,５０９

負　　　　債　　　　の　　　　部

固 定 負 債

流 動 資 産 合 計 １,２５６,４０７

資 産 合 計 ９,１７６,０９５

９４５,４２７

(2) 未 収 金 ３１０,９８０

流 動 資 産

(1) 現 金 預 金



５

６

７

イ

負 債 資 本 合 計 ９,１７６,０９５

剰 余 金 合 計 ７００

資 本 合 計 ４,０８７,１４４

利 益 剰 余 金 合 計 ７００

当 年 度 未 処 分 利 益 剰 余 金 ７００

剰 余 金

(1) 利 益 剰 余 金

資　　　　本　　　　の　　　　部

資 本 金 ４,０８６,４４４

繰 延 収 益 合 計 ７５,６０４

負 債 合 計 ５,０８８,９５１

収 益 化 累 計 額 １６,５９６△         ７５,６０４

繰 延 収 益

(1) 長 期 前 受 金 ９２,２００

流 動 負 債 合 計 １,０９９,４０８

モーターボート競走事業



Ⅰ　重要な会計方針に係る事項に関する注記

　　当事業年度より地方公営企業法（昭和27年法律第292号）の一部適用により、地方公営企業会計基準を適用して、予算を編成し、財務諸表等を作成している。

　１　固定資産の減価償却の方法

　　(1) 有形固定資産（リース資産を除く。）

　　　　地方公営企業法施行規則（昭和27年総理府令第73号）別表第２号に定める種類の区分ごとに応じた耐用年数により定額法を用いている。

　　　　・主な耐用年数

　　　　　建物　　　　　　　　　15～50年

　　　　　構築物　　　　　　　　10～45年

　　　　　船舶　　　　　　　　　４～５年

　　　　　工具器具および備品　　４～15年

　　(2) リース資産

　　　　所有権移転ファイナンス・リース取引については、自己所有に係る固定資産の減価償却の方法と同一の会計処理によっている。

　２　引当金の計上方法

　　(1) 退職給付引当金

　　　　職員の退職手当の支給に備えるため、当事業年度末の退職手当要支給額におけるモーターボート競走事業会計が負担すべき額を計上している。各会計が負担する額につ

　　　いては、各会計における職員の勤続年数による按分により負担することとしており、他の会計が負担すると見込まれる 115,302千円を除いて計上している。

　　(2) 賞与等引当金

　　　　職員の期末・勤勉手当の支給およびこれに係る法定福利費の支払いに備えるため、当事業年度末における支給（支払）見込額に基づき、当事業年度の負担に属する額を

　　　計上している。

　　(3) 貸倒引当金

　　　　債権の不納欠損による損失に備えるため、貸倒実績率等による回収不能見込額を計上する。

　　　　なお、当事業においては、過去に貸倒実績がないため、計上していない。

　３　その他の計算書類の作成のための基本となる重要事項

注 記

（平 成 30 年 ３ 月 31 日）

モーターボート競走事業



　　(1) 消費税等の会計処理

  　　　消費税および地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。

Ⅱ　平成29年度予定キャッシュ・フロー計算書に関する注記

　　なし

Ⅲ　平成29年度予定貸借対照表に関する注記

　　なし

Ⅳ　セグメント情報に関する注記

　　報告セグメントがモーターボート競走事業会計の単一セグメントであるため、記載を省略している。

Ⅴ　その他の注記

　１  退職給付引当金の目的使用による取崩しについて

　　　当事業年度において、退職手当として25,515千円を支給するため、退職給付引当金25,515千円を取り崩す。

モーターボート競走事業



（単位  千円）

３ 附 帯 事 業 収 益

７７０,６５２５ 資 本 費 繰 入 収 益

１３３,４６２

２３６,７００

収 益 的 収 入 お よ び 支 出

平 成 30 年 度 滋 賀 県 病 院 事 業 会 計 予 算 実 施 計 画

（収　　 　入）

１

医 業 外 収 益

款

１

１９３,５４７

２,１１８,９６６

備　　　　　　　考

２

１２,８５１,８２０

２２,８２９,４００

外 来 収 益

３

１９,３１８,７８８

５,１７８,５２９

項 目

３,２７３,９１２

１,２８８,４３９

予　　　　定　　　　額

３,８７５

５３,４１０

そ の 他 医 業 収 益

２

受 取 利 息 配 当 金

補 助 金

病 院 事 業 収 益

医 業 収 益１

３

６

負 担 金 交 付 金

そ の 他 医 業 外 収 益

４ 長 期 前 受 金 戻 入

２

１ 入 院 収 益

病院事業



病院事業

款 項 目 備　　　　　　　考

３７,５６６１ 外 来 収 益

６５２２ 長 期 前 受 金 戻 入

１９８,４８２３ そ の 他 附 帯 事 業 収 益

予　　　　定　　　　額



（単位  千円）

費

備　　　　　　　考予　　　　定　　　　額

医 業 費 用

病院事業

１

２

２ 医 業 外 費 用

１

２９１,５１２

２３,３５１,９００

２２,４３２,１２９

材 料 費

３

４

２３６,７００

３,５８３,９４４

資 産 減 耗 費

減 価 償 却 費

５,１５７,０１８２

長 期 前 払 消 費 税 償 却

４１,３５５５

６８３,０７１

１５８,３４３

３

２０９,６９５４

経 費

２３,５２１

支払利息および企業債取扱諸

２,１９２,４９８

給 与 費

１１,３０８,０７６１ 給 与 費

２１２,３４３

消 費 税 お よ び 地 方 消 費 税

雑 損 失

（支　　 　出）

款 項 目

１ 病 院 事 業 費 用

附 帯 事 業 費 用３

１

６ 研 究 研 修 費 １４９,２３８



款 項 目 予　　　　定　　　　額

病院事業

備　　　　　　　考

３ １９,６６３

１,１００

材 料 費

経 費

研 究 研 修 費

６１８４ 減 価 償 却 費

５

２ ２,９７６



（単位  千円）

諸 収 入

１

５０１,４００

６,０００諸 収 入

（収　　 　入）

資 本 的 収 入

款

１

病院事業

３

目

企 業 債

項

２ 負 担 金

企 業 債

２９,２００

予　　　　定　　　　額

５３６,６００

１

資 本 的 収 入 お よ び 支 出

備　　　　　　　考

１

１ ６,０００

５０１,４００

２９,２００負 担 金



（単位  千円）

目

総 係 費 １７,１７０

病院事業

４２１,０６０３

（支　　 　出）

１ 建 物 費

款 項 予　　　　定　　　　額

５６５,５８０

１２７,３５０

有 形 固 定 資 産 購 入 費

１,７５１,３２０１ 企 業 債 償 還 金

１,７５１,３２０

１ 資 本 的 支 出

２

２ 企 業 債 償 還 金

１ 建 設 改 良 費

備　　　　　　　考

２,３１６,９００



（平成30年４月１日から平成31年３月31日まで）
（単位  千円）

１

２

資 産 減 耗 費 ４１,３５５

当 年 度 純 利 益

利 息 お よ び 配 当 金 の 受 取 額 ３,８７５

２９,２００

資 本 費 繰 入 収 益

業 務 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー

投 資 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー

１,０６９,７９３

小 計 １,３５７,４３０

△ ２９１,５１２利 息 の 支 払 額

△ １９４,１９９

８１５

受 取 利 息 お よ び 受 取 配 当 金 △ ３,８７５

７４,０５７

未 払 金 の 増 減 額 △ ６８,３７０

消 費 税 等 資 本 的 収 支 調 整 額

平成30年度滋賀県病院事業予定キャッシュ・フロー計算書

業 務 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー

△ ５２３,８２８

減 価 償 却 費 ２,１９３,１１６

△ ７７０,６５２

２９１,５１２

未 収 金 の 増 減 額 △

支 払 利 息

１５８,３４３

引 当 金 の 増 減 額 ３０７,２７０

長 期 前 受 金 戻 入 額

長 期 前 払 消 費 税 償 却

病院事業

有 形 固 定 資 産 の 取 得 に よ る 支 出 △ ５６５,５８０

投 資 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー △ ５３０,３８０

一 般 会 計 か ら の 繰 入 金 に よ る 収 入

国 庫 補 助 金 等 に よ る 収 入 ６,０００



３

△ ４７９,２６８

△

財 務 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー

７７０,６５２

病院事業

財 務 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー

一 般 会 計 か ら の 繰 入 金 に よ る 収 入

資 金 期 末 残 高 ５,１２９,７８０

資 金 増 加 額 ６０,１４５

資 金 期 首 残 高 ５,０６９,６３５

１,７５１,３２０

５０１,４００建設改良費等の財源に充てるための企業債による収入

建 設 改 良 費 等 の 財 源 に 充 て る
た め の 企 業 債 の 償 還 に よ る 支 出



人 人 千円 千円 千円 千円 千円

千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円

 (－)

 (－)

法 定 福 利 費

地 域 手 当

合 計

本
　
年
　
度

前
　
年
　
度

比
　
　
　
較

合 計

　　１　総　　　括

3,150

資 本 勘 定 支 弁 職 員

92,331

扶 養 手 当

－

4,645

89,181

13

－

手　当　の　内　訳

388,412

1,079,268

258,976

期 末 手 当

34,285

393,057

2,593

77,681 1,071,065

100,995

単身赴任手当
初 任 給 調 整
手 当

通 勤 手 当

－

360496,801

△ 1,614

4,562,551

302,290

10,138,625

8,468,471

9,029

740,233

8,761,732

337,376

102,609

44,115

348,356

△ 9,029

293,261

△ 1,951

485,556

△ 10,980

360

8,761,732 10,486,981

8,459,442 1,679,183

1,725,249

46,066

10,149,605

1,951

－

1,681,134

263,772

△ 4,233

計

勤 勉 手 当

10,980

－ －

10,486,981

1,725,249

合　　　　　計

(4)

一 般 職

11,2458,203

696,540

43,693

1

手 当

4,298,779

△ 4,796

4,796

－

4,233

4,562,551

職 員 数

(4)

特 別 職

1,120

－－

1,107

38,518

△ 1

4,164,896

－

4,199,181

4,303,575(4)

(4)

区　　　　　　　　　　　　　　分
給 料

1

1,106

給　　　　　　　　与　　　　　　　　費

4,160,6631

4,199,181
1,120

80,274

住 居 手 当

前 年 度

損 益 勘 定 支 弁 職 員

資 本 勘 定 支 弁 職 員

合 計

資 本 勘 定 支 弁 職 員

損 益 勘 定 支 弁 職 員

損 益 勘 定 支 弁 職 員

病院事業

比　　較

本 年 度

区　　分

14

給 与 費 明 細 書

1

1

－

－



千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円

千円

　　注　職員数の（　）書は、短時間勤務職員数で外数である。

特殊勤務手当

区　　分 児 童 手 当

58,751

病院事業

2,805

14,272

72,132

112,035－ 597

100

18,641

管 理 職 員
特別勤務手当

100

28,102

286,493

398,52819,238

退 職 手 当管 理 職 手 当休日勤務手当

本 年 度

60,100前 年 度

656,935 72,686

宿 日 直 手 当

210,343

△ 1,838

時 間 外 勤 務
手 当

前 年 度

比　　較 △ 554

本 年 度 715,686

区　　分

213,148

夜間勤務手当

13,830

72,961

71,123

比　　較 1,075

61,175



千円 千円

給与改定に伴う 給与改定の状況
増減分

 平成27年度の給与制度の総合的見直しによる給料の引下
 げに係る経過措置の終了

昇給に伴う増加
分

その他の増減分 職員数の異動状況

人 人 人

制度改正に伴う 制度改正の状況
増減分

 勤勉手当
　 改定実施時期        　　 　 　　平成29年12月１日
 退職手当
 　改定実施時期        　　 　 　　平成30年１月１日

その他の増減分

増 減 額

　　２　給料および手当の増減額の明細

△ 11,451

△ 16,51834,285

手 当

職 員 構 成 の 異 動 等

病院事業

11,451千円

給 料

258,976

237,419

71 1,120

18

前 年 度

比　　較 △ 5

区 分

△ 区　　分

説 明

62,254

増 減 事 由 別 内 訳

21,557

1,054

備 考

そ の 他 計

前年度

前年度

1,107

 給料の改定率　　　　　　　　　　　　　　　　 0.2％

13

53

 扶養手当、初任給調整手当
 　改定実施時期　　 　 　        　平成29年４月１日

1,049

現 に 在 職 す る 職 員

　 改定実施時期　　 　　　　　　 　平成29年４月１日

本 年 度



574,685

行 政 職

 191,400 202,400  211,900 185,800

行 政 職

研 究 職

 152,300

46.5

医療職(2)

47.5

 172,900

医療職(3)

 151,500

41.4

福 祉 職
一　　般　　会　　計　　の　　制　　度

 160,700

41.237.5

　　　(1) 職員１人当たり給与

　　　(2) 初　任　給

449,534

 256,200

研 究 職

 152,300 152,900

医療職(1) 医療職(2)

 191,700  191,400

403,640

研 究 職

病院事業

平均給料月額

平均給料月額

43.0

平均給与月額

平成28年12月１日現在

329,693

326,576

平 均 年 齢

平成29年12月１日現在

（単位　円・歳）

区 分

　　３　給料および手当の状況

488,285

平 均 年 齢

 185,800

高　校　卒

大　学　卒

行 政 職

 151,500

 202,400

42.6

区　　　分

平均給与月額

577,640

482,703

48.5

 172,900 152,900

47.1

326,821

42.841.9 37.8

医 療 職 (1)

416,229

401,740

317,253

477,621

1,161,211 424,413

1,171,935 403,329

医 療 職 (2) 医 療 職 (3)

福 祉 職

324,158

福 祉 職

412,832

医療職(1)

316,455

 191,700

400,516

294,593

 160,700

292,665

（単位　円）

400,542

医療職(3)

 256,200  211,900



100.0

1.0

60.0

構 成 比

（単位　人・％）

職 員 数 構 成 比

福 祉 職

 628

 24

 53

 4

1.0

 (1)

5.3  －

職 員 数

 1 1.0

職 員 数

 1

3.9

2.9

 －

40.0

23.3

 1

100.0  133

 － －7.9 13  18

－  31

 －

 (2)

 (2)

平

成

28

年

12

月

１

日

現

在

 22
 (1)

３ 級

21.2

 12

0.6

 2

16.7

16.7

33.4

職 員 数

 － － 65 10.4

50.0

 3 60.0

 2

 136 5

４ 級

 10

 7

 －

6.7

 38

 7

 (1)
 43

２ 級 13 12.5

 164
 629

１ 級

計

41.3

－

－

 104

5.1

 60

 2

 －

100.0

 －

8.3

 12 100.0

8.3

 －

32.3

 172 27.327.9

 19

58.3

 1

 －

100.0

 －

42.2
 (2)
 43

 7

－

 －

 －

 3

9.8

 7

 － －

 －

 5

 2  －

100.0 100.0

病院事業

 (2)

1.9

100.0

27.5

36.6

 15

100.0

11.6 19

11.6
 (1)

30.2

 50

 41

 66 10.532.3

2.4

 173

 203

36.8

8.3
 53

 －7.3  － 12

－
 (1)

7.9 27.5

 165

 173

 －

100.0

－

 (1)
 178

13.9
 23

 (1)

30.9  1 19438.2

－

100.0

 6

 1

 13

28.3  4
 (1)

 63

 51

 7

 44 33.1

38.3

６ 級

５ 級

6.9

 9 8.8

５ 級

 2

２ 級

9.6

2.9 3

1.0

 5

40.0

８ 級  1

９ 級  1

 102

構 成 比職 員 数

計

７ 級

９ 級

８ 級

　　　(3) 級別職員数

平

成

29

年

12

月

１

日

現

在

６ 級

４ 級

７ 級 4.8

100.0

１ 級

23.5

10

３ 級

－

医 療 職 (1) 医 療 職 (2)

職 員 数

32.1

構 成 比構 成 比

医 療 職 (3)行 政 職
区 分

構 成 比

研 究 職



 9 46

1 級

 10

 162 5

行 政 職合 計

 88

　　　(4) 昇　　給

昇 給 に 係 る 職 員 数

 1,046

総 長

　　　 　（級別の標準的な職務内容）

3 級

 19

 －

 8

 1

60.0 75.0

 26

 390

 5

84.1

 5

 9

 －

 －

85.2

 110

94.2

 1

 527

 22  1

 12

 101

 162

 134

 620

 584

 3

 －

 18

 395

 169

 111

 19

 2

 1

 －

100.0

 3

 1

85.4

 1

82.7

 132

 4  －

 5 102

 79  2

89.9 86.3

 929

 24

 74

 －

6 号 給

8 号 給

前

年

度

(B)

号 給 数 別 内 訳

昇 給 に 係 る 職 員 数

(B)/(A)

 221  8

 163

8 号 給

2 号 給

4 号 給

(B)/(A) 82.5

 88

 103

病院事業

本

年

度

4 号 給  640

職 員 数  1,033

 196 号 給

比 率

 14

副 医 長

副院長（困難）
病 院 長

区 分

医 療 職 (1)

 1

 5

医 療 職 (3)

（単位　人・％）

研 究 職

医 員

 97

 －

医 療 職 (1)

 138

医 療 職 (2)

医 員（困難）

 4

 3 64

 12

 7

 632

83.4

 2

83.3

医 長
副医長（困難）

 10

 132

 95

福 祉 職

副 院 長
部 長

区 分

4 級 2 級

 45

 863

72.0

 6

 5

 79
号 給 数 別 内 訳

職 員 数 (A)

(B)

2 号 給

(A)

 659

部 長（困難）

比 率

 1



(2.25)
4.30

7.4

級等による加算措置
備 考

(2.30)
4.40

(2.30)
4.40

7,600

研 究 職

60.0

38,983

有

3.91.5

26,864 32,150

84.9

職制上の段階、職務の

50.0

5.7

支　 給　 率　 計

福 祉 職

（平成29年12月１日現在　単位　％・円）

0.5

医 療 職 (1) 医 療 職 (2)行 政 職

（単位　月）

25,925

0.8

医 療 職 (3)

38.5

5,362

有

夜間看護等手当、業務管理手当、放射線取扱手当

夜間看護等手当、放射線取扱手当、業務管理手当

45.4

支　　給　　期　　別　　支　　給　　率

(1.225)
2.275

多くの職員に支給されている手当

　　　(6) 期末手当・勤勉手当

支給対象職員１人当たり平均支給月額

0.5

支 給 対 象 職 員 の 比 率

給 料 総 額 に 対 す る 比 率

32,131

3.3

64.5

(1.20)
2.225

(1.225)
2.275

有

本 年 度

前 年 度

一 般 会 計 の 制 度

(1.075)
2.125

病院事業

(1.075)
2.125

6 月 12 月

(1.05)
2.075

区 分

代 表 的 な 特 殊 勤 務 手 当 の 名 称

支 給 額 の 多 い 手 当

全 職 種区 分

　　　(5) 特殊勤務手当



定年前早期退職
特例措置

定年前早期退職
特例措置

　　注　１　「(1) 職員１人当たり給与」は、当該日に在職する職員（短時間勤務職員および休職職員等を除く。）について算出したものである。

　　　　２　「(1) 職員１人当たり給与」の平均給与月額は、期末手当、勤勉手当、退職手当および児童手当を除いて算出したものである。

　　　　３　「(3) 級別職員数」の（　）書は、短時間勤務職員数で外数である。

　　　　４　「(4) 昇給」の昇給に係る職員数は、短時間勤務職員を除いたものである。

　　　　５　「(6) 期末手当・勤勉手当」の（　）書は、再任用職員に係る支給率である。

（単位　月）

47.709

差 異 の 内 容

（2％～45％加算）

（2％～45％加算）

そ の 他 の
加 算 措 置 等

支　　　　給　　　　率　　　　等

47.709

区 分 一 般 会 計 の 制 度 と の 異 同

一　 般　 会　 計　 の　 制　 度
（ 支　給　率　等 ）

　　　(8) その他の手当

24.586875 33.27075

扶 養 手 当

地 域 手 当

住 居 手 当

通 勤 手 当

同　　　　　じ

同　　　　　じ

同　　　　　じ

同　　　　　じ

20年勤続の者 25年勤続の者

病院事業

　　　(7) 定年退職および勧奨退職に係る退職手当

区 分

47.709

47.70933.2707524.586875

備 考35年勤続の者 最 高 限 度



（単位  千円）

( )

( )

( )

( )

( )

( )

( )

( )

病院事業

12,008

病 棟 清 拭 タ オ ル 賃 借 平成31年度まで

総 合 病 院 運 営 管 理 事 業 12,008 　　　　　　－ － 平成30年度から 12,008 － －

－ － 137,637

物 品 管 理 業 務 平成32年度まで

総 合 病 院 運 営 管 理 事 業 137,637 　　　　　　－ － 平成30年度から 137,637

369,341

清 掃 業 務 平成32年度まで

総 合 病 院 運 営 管 理 事 業 369,342 　　　　　　－ － 平成30年度から 369,341 － －

－ － 569,763

施 設 総 合 管 理 業 務 平成31年度まで

総 合 病 院 運 営 管 理 事 業 569,819 　　　　　　－ － 平成30年度から 569,763

30,419 － － 30,419

病 棟 寝 具 ・ 被 服 賃 借 平成32年度まで

精 神 医 療 セ ン タ ー 運 営 管 理 事 業 44,924 平 成 29 年 度 12,628 平成30年度から

－ － 2,061

病 棟 カ ー テ ン 賃 借 平成32年度まで

小児保健医療センター運営管理事業 5,544 平 成 29 年 度 687 平成30年度から 2,061

－ － 31,878

病 棟 寝 具 賃 借 平成31年度まで

総 合 病 院 運 営 管 理 事 業 47,817 平 成 29 年 度 15,939 平成30年度から 31,878

495,622 － － 495,622

患 者 給 食 業 務 平成31年度まで

総 合 病 院 運 営 管 理 事 業 760,771 平 成 29 年 度 229,125 平成30年度から

債 務 負 担 行 為 に 関 す る 調 書

平 成 29 年 度 末 ま で の
支払義務発生（見込）額

平 成 30 年 度 以 降 の
支 払 義 務 発 生 予 定 額

左　　の　　財　　源　　内　　訳

事　　　　　　　　　　　　　項 限  度  額

そ　の　他期　　　　間 金　　額 期　　　　間 金　　額 企　業　債 国 補 助 金



( )

( )

( )

( )

( )

( )

( )

( )医 事 業 務 平成32年度まで

精 神 医 療 セ ン タ ー 運 営 管 理 事 業 78,054 　　　　　　－ － 平成31年度から 78,054 － － 78,054

－ － 197,246

医 事 業 務

臨 床 検 査 業 務

小児保健医療センター運営管理事業 197,246 　　　　　　－ － 平成31年度から 197,246

総 合 病 院 運 営 管 理 事 業 109,068 　　　　　　－ － 平 成 31 年 度 109,068 － － 109,068

平成32年度まで

－ －

－ －

－ －

－ －

140,261 － －

40,338 － －

病院事業

平 成 29 年 度 末 ま で の
支払義務発生（見込）額

241,446

手術室・中央滅菌室消毒滅菌業務 平成33年度まで

総 合 病 院 運 営 管 理 事 業 241,446 　　　　　　－ － 平成31年度から 241,446

501,168

医 事 業 務 平成32年度まで

総 合 病 院 運 営 管 理 事 業 501,168 　　　　　　－ － 平成31年度から 501,168

204,135

平成32年度まで

院 内 保 育 所 運 営 業 務 204,135 　　　　　　－ － 平成30年度から 204,135

43,305

清 掃 業 務 平成32年度まで

精 神 医 療 セ ン タ ー 運 営 管 理 事 業 43,305 　　　　　　－ － 平成30年度から 43,305

限  度  額

140,261

患 者 給 食 業 務 平成31年度まで

精 神 医 療 セ ン タ ー 運 営 管 理 事 業 140,261 　　　　　　－ － 平成30年度から

40,338

清 掃 業 務 平成31年度まで

小児保健医療センター運営管理事業 40,338 　　　　　　－ － 平成30年度から

そ　の　他期　　　　間 金　　額 期　　　　間 金　　額 企　業　債 国 補 助 金

平 成 30 年 度 以 降 の
支 払 義 務 発 生 予 定 額

左　　の　　財　　源　　内　　訳

事　　　　　　　　　　　　　項



（単位  千円）

１

イ

ロ

ハ

ニ

ホ

ヘ

イ

ロ

ハ

イ

ロ

病院事業

出 資 金 ５,７００

無 形 固 定 資 産 合 計 ５,４８４

(3) 投 資 そ の 他 の 資 産

電 話 加 入 権 ２,８７７

そ の 他 無 形 固 定 資 産 １,７５０

施 設 利 用 権 ８５７

有 形 固 定 資 産 合 計 ３１,７７２,３００

(2) 無 形 固 定 資 産

建 設 仮 勘 定 ４１,８２８

減 価 償 却 累 計 額 １０,２４９,３８１△  ３,７５７,５２５

減 価 償 却 累 計 額 １１,０７２△         ７６４

工 具 器 具 お よ び 備 品 １４,００６,９０６

減 価 償 却 累 計 額 ８６９,０３３△       ４８８,４７０

車 両 お よ び 運 搬 具 １１,８３６

減 価 償 却 累 計 額 ２６,１９７,６９３△  ２１,３０２,３１５

構 築 物 １,３５７,５０３

平 成 30 年 度 滋 賀 県 病 院 事 業 予 定 貸 借 対 照 表

（平　成　31　年　３　月　31　日）

資　　　　産　　　　の　　　　部

固 定 資 産

土 地 ６,１８１,３９８

建 物 ４７,５００,００８

(1) 有 形 固 定 資 産

投 資 そ の 他 の 資 産 合 計 １,０８５,６７６

長 期 前 払 消 費 税 １,０７９,９７６



２

３

イ

イ

４

イ

イ

(2) 未 払 金 １,６８３,７０４

企 業 債

企 業 債 合 計 １,７７１,２７９

(3) 前 受 金 ３４,３７５

(1) 企 業 債

建設改良費等の財源に充てるための １,７７１,２７９

固 定 負 債 合 計 ２７,２７５,３２０

流 動 負 債

退 職 給 付 引 当 金 ４,１９９,１４５

引 当 金 合 計 ４,１９９,１４５

(2) 引 当 金

建設改良費等の財源に充てるための ２３,０７６,１７５
企 業 債

企 業 債 合 計 ２３,０７６,１７５

固 定 負 債

(1) 企 業 債

資 産 合 計 ４０,９１４,４４０

負　　　　債　　　　の　　　　部

流 動 資 産 合 計 ８,０５０,９８０

貸 倒 引 当 金 ２８,２６１△         ２,８３２,９０８

病院事業

(3) 貯 蔵 品 ８８,２９２

(2) 未 収 金 ２,８６１,１６９

(1) 現 金 預 金 ５,１２９,７８０

賞 与 引 当 金 ５５４,３４７

(4) 引 当 金

固 定 資 産 合 計 ３２,８６３,４６０

流 動 資 産



ロ

５

６

７

イ

ロ

イ

病院事業

資 本 合 計 ６,８７３,１６５

負 債 資 本 合 計 ４０,９１４,４４０

欠 損 金 合 計

剰 余 金 合 計 ９,５４１,９２６△    

当 年 度 未 処 理 欠 損 金 １５,６９９,５５４

資 本 剰 余 金 合 計 ６,１５７,６２８

１５,６９９,５５４

(2) 欠 損 金

寄 附 金 ４３,４５０

受 贈 財 産 評 価 額 ６,１１４,１７８

剰 余 金

(1) 資 本 剰 余 金

資　　　　本　　　　の　　　　部

資 本 金 １６,４１５,０９１

繰 延 収 益 合 計 ２,５３０,０６０

負 債 合 計 ３４,０４１,２７５

(2) 建 設 仮 勘 定 長 期 前 受 金 ８,５００

収 益 化 累 計 額 ２,１３８,９６７△    ２,５２１,５６０

繰 延 収 益

(1) 長 期 前 受 金 ４,６６０,５２７

流 動 負 債 合 計 ４,２３５,８９５

引 当 金 合 計 ６６０,７２０

(5) 預 り 金 ８５,８１７

法 定 福 利 費 引 当 金 １０６,３７３



Ⅰ　重要な会計方針に係る事項に関する注記

　１　たな卸資産の評価基準および評価方法

　　　貯蔵品について、先入先出法による原価法を用いている。（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切り下げの方法により算定している。）

　２　固定資産の減価償却の方法

　　(1) 有形固定資産（リース資産を除く。）

　　　　地方公営企業法施行規則（昭和27年総理府令第73号）別表第２号に定める種類の区分ごとに応じた耐用年数により定額法を用いている。

　　　　・主な耐用年数

　　　　　建物　　　　　　　　　３～50年

　　　　　構築物　　　　　　　　３～50年

　　　　　車両および運搬具　　　４～５年

　　　　　工具器具および備品　　２～20年

　　(2) 無形固定資産（リース資産を除く。）

　　　　地方公営企業法施行規則別表第３号に定める種類の区分ごとに応じた耐用年数により定額法を用いている。

　３　引当金の計上方法

　　(1) 退職給付引当金

　　　　職員の退職手当の支給に備えるため、当事業年度末の退職手当要支給額における病院事業会計が負担すべき額を計上している。各会計が負担する額については、各会計

　　　における職員の勤続年数による按分により負担することとしており、他の会計が負担すると見込まれる 804,918千円を除いて計上している。

　　(2) 賞与引当金

　　　　職員の期末手当および勤勉手当の支給に備えるため、当事業年度末における支給見込額に基づき、当事業年度の負担に属する額を計上している。

　　(3) 法定福利費引当金

　　　　職員の期末手当および勤勉手当に係る法定福利費の支払に備えるため、当事業年度末における支払見込額に基づき、当事業年度の負担に属する額を計上している。

　　(4) 貸倒引当金

　　　　債権の不納欠損による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を

病院事業

注 記

（平 成 31 年 ３ 月 31 日）



　　　計上している。

　４　その他の計算書類の作成のための基本となる重要事項

　　(1) 消費税等の会計処理

  　　　消費税および地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。

Ⅱ　平成30年度予定キャッシュ・フロー計算書に関する注記

　　なし

Ⅲ　平成30年度予定貸借対照表に関する注記

　１　企業債の償還に係る一般会計の負担

　　　貸借対照表に計上されている企業債のうち、一般会計が負担すると見込まれる額は次のとおりである。

　　　　平成31年度以降の元金償還額　　　　　　　２４，８４７，４５４千円

　　　　平成31年度以降の一般会計の負担見込額　　１５，００３，７１２千円　※

　　※地方公共団体の財政の健全化に関する法律（平成19年法律第94号）の規定に基づき算定した見込額である。

Ⅳ　セグメント情報に関する注記

　１　報告セグメントの概要

　　　病院事業会計では、滋賀県立総合病院、滋賀県立小児保健医療センター、滋賀県立精神医療センターおよび経営管理課により病院事業を運営しており、各病院等で運営方

　　針等を決定していることから、県立３病院および経営管理課の４つを報告セグメントとしている。

　　　なお、各報告セグメントに属する病院等の内容は以下のとおりである。

病院事業



滋賀県立総合病院 (1) 疾病の予防に関すること。

(2) 疾病の専門的医療に関すること。

(3) 疾病の専門的健康相談および保健指導に関すること。

(4) 疾病の調査研究に関すること。

(5) 疾病の教育研修に関すること。

(6) 専門的リハビリテーション医療に関すること。

滋賀県立小児保健医療センター (1) 小児の保健に関すること。

(2) 専門的な療育相談、発達相談および小児の保健指導に関すること。

(3) 小児の専門的医療および機能訓練に関すること。

(4) 小児保健医療の調査研究に関すること。

(5) 小児保健医療の教育研修に関すること。

滋賀県立精神医療センター (1) 精神的健康の保持および増進に関すること。

(2) 精神障害者等の専門的な医療に関すること。

(3) 精神障害者等の社会復帰を促進するための生活の訓練および指導に関すること。

(4) 精神障害者等の医療の調査研究に関すること。

経営管理課 病院事業庁全般に関する事項の総合調整に関すること。等

　２　報告セグメントごとの予定貸借対照表　

（平成31年３月31日） （単位：千円）

合　　　計

固 定 資 産 ２５,６０８,３７９ ２,１３３,２３８ ３,５７１,１０８ １,５５０,７３５ ３２,８６３,４６０

病院事業

セ グ メ ン ト 区 分 業　　　務　　　の　　　内　　　容　　

総合病院 小児保健医療センター 精神医療センター 経営管理課



Ⅴ　リース契約により使用する固定資産に関する注記

　　なし

Ⅵ　その他の注記

　１  退職給付引当金の目的使用による取崩しについて

　　　当事業年度において、退職手当として 155,466千円を支給するため、退職給付引当金 72,522千円を取り崩す。

病院事業

負 債 資 本 合 計 ２８,０７１,７０１ ５,５０１,９５８ ５,７０９,１９７ １,６３１,５８４ ４０,９１４,４４０

資 本 合 計 １,６０５,６５１△    ３,７２４,７３６ ３,２０３,３４５ １,５５０,７３５ ６,８７３,１６５

９,５４１,９２６△    

資 本 金 １１,４１５,５２９ ２,５０９,９１７ ２,４８９,６４５  － １６,４１５,０９１

剰 余 金 １３,０２１,１８０△  １,２１４,８１９ ７１３,７００ １,５５０,７３５

３４,０４１,２７５

繰 延 収 益 １,３０８,５５１ ４５,８３４ １,１７５,６７５  － ２,５３０,０６０

負 債 合 計 ２９,６７７,３５２ １,７７７,２２２ ２,５０５,８５２ ８０,８４９

４,２３５,８９５

固 定 負 債 ２５,００３,７３３ １,２５９,２０８ ９６１,２９４ ５１,０８５ ２７,２７５,３２０

流 動 負 債 ３,３６５,０６８ ４７２,１８０ ３６８,８８３ ２９,７６４

４０,９１４,４４０

流 動 資 産 ２,４６３,３２２ ３,３６８,７２０ ２,１３８,０８９ ８０,８４９ ８,０５０,９８０

資 産 合 計 ２８,０７１,７０１ ５,５０１,９５８ ５,７０９,１９７ １,６３１,５８４



（単位  千円）

１

２

３

４

５ 附 帯 事 業 収 益

(3) 雑 損 失 ６７８,１５８ １,１１８,６７４

(2) 長 期 前 払 消 費 税 償 却 １２５,８５３

医 業 外 費 用

(1) 支 払 利 息 お よ び 企 業 債 取 扱 諸 費 ３１４,６６３

(6) そ の 他 医 業 外 収 益 １２１,８８１ ３,０５１,４７２

(5) 資 本 費 繰 入 収 益 ６４２,２５０

(4) 長 期 前 受 金 戻 入 ２２１,５２３

(3) 負 担 金 交 付 金 １,９７９,２３７

(2) 補 助 金 ８２,１９６

(1) 受 取 利 息 配 当 金 ４,３８５

医 業 損 失 ２,４０１,８５３

医 業 外 収 益

(5) 研 究 研 修 費 １３４,８２７ ２１,６７７,５８５

(4) 減 価 償 却 費 ２,０５７,５９３

(3) 経 費 ３,３７７,１７８

(2) 材 料 費 ５,２５０,８０４

医 業 費 用

(1) 給 与 費 １０,８５７,１８３

(3) そ の 他 医 業 収 益 １,７２２,６８４ １９,２７５,７３２

(2) 外 来 収 益 ５,２７３,２１２

(1) 入 院 収 益 １２,２７９,８３６

病院事業

平 成 29 年 度 滋 賀 県 病 院 事 業 予 定 損 益 計 算 書

（平成29年４月１日から平成30年３月31日まで）

医 業 収 益



６

当 年 度 未 処 理 欠 損 金 １５,１７５,７２６

病院事業

前 年 度 繰 越 欠 損 金 １４,７０１,４０８

当 年 度 純 損 失 ４７４,３１８

経 常 損 失 ４７４,３１８

(5) 研 究 研 修 費 １,１３３ ２３２,８８２ １,９２７,５３５

(4) 減 価 償 却 費 ７１２

(3) 経 費 １７,６９５

(2) 材 料 費 ２,９５５

附 帯 事 業 費 用

(1) 給 与 費 ２１０,３８７

(2) そ の 他 附 帯 事 業 収 益 １８４,４６２ ２２７,６１９

(1) 外 来 収 益 ４３,１５７



（単位  千円）
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病院事業

平 成 29 年 度 滋 賀 県 病 院 事 業 予 定 貸 借 対 照 表

（平　成　30　年　３　月　31　日）

資　　　　産　　　　の　　　　部

固 定 資 産

土 地 ６,１８１,３９８

建 物 ４７,４０８,０１７

(1) 有 形 固 定 資 産

減 価 償 却 累 計 額 ８４３,７３０△       ５１３,７７３

車 両 お よ び 運 搬 具 １１,８３６

減 価 償 却 累 計 額 ２４,７６７,０９３△  ２２,６４０,９２４

構 築 物 １,３５７,５０３

減 価 償 却 累 計 額 １０,０５１,７９６△  ４,１３２,５６０

リ ー ス 資 産 ８８,４２４

減 価 償 却 累 計 額 １０,９３５△         ９０１

工 具 器 具 お よ び 備 品 １４,１８４,３５６

施 設 利 用 権 １,１２６

有 形 固 定 資 産 合 計 ３３,４７９,９０４

(2) 無 形 固 定 資 産

減 価 償 却 累 計 額 ７８,０７６△         １０,３４８

無 形 固 定 資 産 合 計 ８,６６１

(3) 投 資 そ の 他 の 資 産

電 話 加 入 権 ２,８７７

そ の 他 無 形 固 定 資 産 ４,６５８

長 期 前 払 消 費 税 １,１９７,６８８

出 資 金 ５,７００



２

３
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４
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投 資 そ の 他 の 資 産 合 計 １,２０３,３８８

(2) 未 収 金 ２,７８７,１１２

(1) 現 金 預 金 ５,０６９,６３５

固 定 資 産 合 計 ３４,６９１,９５３

流 動 資 産

流 動 資 産 合 計 ７,９１８,３４４

資 産 合 計 ４２,６１０,２９７

(3) 貯 蔵 品 ８８,２９２

貸 倒 引 当 金 ２６,６９５△         ２,７６０,４１７

企 業 債

企 業 債 合 計 ２４,３３５,７５４

(1) 企 業 債

建設改良費等の財源に充てるための ２４,３３５,７５４

負　　　　債　　　　の　　　　部

固 定 負 債

退 職 給 付 引 当 金 ３,９２０,２９７

引 当 金 合 計 ３,９２０,２９７

(2) 引 当 金

企 業 債

企 業 債 合 計 １,７６１,６２０

(2) 未 払 金 １,７５２,０７４

(1) 企 業 債

建設改良費等の財源に充てるための １,７６１,６２０

固 定 負 債 合 計 ２８,２５６,０５１

流 動 負 債

病院事業

(4) 引 当 金

(3) 前 受 金 ３４,３７５
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病院事業

賞 与 引 当 金 ５３０,０７６

流 動 負 債 合 計 ４,２６７,７５０

引 当 金 合 計 ６３３,８６４

(5) 預 り 金 ８５,８１７

法 定 福 利 費 引 当 金 １０３,７８８

収 益 化 累 計 額 １,９４４,７６８△    ２,６８９,５０３

繰 延 収 益

(1) 長 期 前 受 金 ４,６３４,２７１

資　　　　本　　　　の　　　　部

資 本 金 １６,４１５,０９１

繰 延 収 益 合 計 ２,６８９,５０３

負 債 合 計 ３５,２１３,３０４

寄 附 金 ４３,４５０

受 贈 財 産 評 価 額 ６,１１４,１７８

剰 余 金

(1) 資 本 剰 余 金

当 年 度 未 処 理 欠 損 金 １５,１７５,７２６

資 本 剰 余 金 合 計 ６,１５７,６２８

(2) 欠 損 金

負 債 資 本 合 計 ４２,６１０,２９７

欠 損 金 合 計 １５,１７５,７２６

剰 余 金 合 計 ９,０１８,０９８△    

資 本 合 計 ７,３９６,９９３



（平　成　30　年　３　月　31　日）

Ⅰ　重要な会計方針に係る事項に関する注記

　１　たな卸資産の評価基準および評価方法

　　　貯蔵品について、先入先出法による原価法を用いている。（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切り下げの方法により算定している。）

　２　固定資産の減価償却の方法

　　(1) 有形固定資産（リース資産を除く。）

　　　　地方公営企業法施行規則（昭和27年総理府令第73号）別表第２号に定める種類の区分ごとに応じた耐用年数により定額法を用いている。

　　　　・主な耐用年数

　　　　　建物　　　　　　　　　３～50年

　　　　　構築物　　　　　　　　３～50年

　　　　　車両および運搬具　　　４～５年

　　　　　工具器具および備品　　２～20年

　　(2) 無形固定資産（リース資産を除く。）

　　　　地方公営企業法施行規則別表第３号に定める種類の区分ごとに応じた耐用年数により定額法を用いている。

　３　引当金の計上方法

　　(1) 退職給付引当金

　　　　職員の退職手当の支給に備えるため、当事業年度末の退職手当要支給額における病院事業会計が負担すべき額を計上している。各会計が負担する額については、各会計

　　　における職員の勤続年数による按分により負担することとしており、他の会計が負担すると見込まれる 618,776千円を除いて計上している。

　　(2) 賞与引当金

　　　　職員の期末手当および勤勉手当の支給に備えるため、当事業年度末における支給見込額に基づき、当事業年度の負担に属する額を計上している。

　　(3) 法定福利費引当金

　　　　職員の期末手当および勤勉手当に係る法定福利費の支払に備えるため、当事業年度末における支払見込額に基づき、当事業年度の負担に属する額を計上している。

　　(4) 貸倒引当金

　　　　債権の不納欠損による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を

注 記

病院事業



　　　計上している。

　４　その他の計算書類の作成のための基本となる重要事項

　　(1) 消費税等の会計処理

  　　　消費税および地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。

Ⅱ　平成29年度予定キャッシュ・フロー計算書に関する注記

　　なし

Ⅲ　平成29年度予定貸借対照表に関する注記

　１　企業債の償還に係る一般会計の負担

　　　貸借対照表に計上されている企業債のうち、一般会計が負担すると見込まれる額は次のとおりである。

　　　　平成30年度以降の元金償還額　　　　　　　２６，０９７，３７４千円

　　　　平成30年度以降の一般会計の負担見込額　　１５，００４，４８１千円　※

　　※地方公共団体の財政の健全化に関する法律（平成19年法律第94号）の規定に基づき算定した見込額である。

Ⅳ　セグメント情報に関する注記

　１　報告セグメントの概要

　　　病院事業会計では、滋賀県立総合病院、滋賀県立小児保健医療センター、滋賀県立精神医療センターおよび経営管理課により病院事業を運営しており、各病院等で運営方

　　針等を決定していることから、県立３病院および経営管理課の４つを報告セグメントとしている。

　　　なお、各報告セグメントに属する病院等の内容は以下のとおりである。

病院事業



滋賀県立総合病院 (1) 疾病の予防に関すること。

(2) 疾病の専門的医療に関すること。

(3) 疾病の専門的健康相談および保健指導に関すること。

(4) 疾病の調査研究に関すること。

(5) 疾病の教育研修に関すること。

(6) 専門的リハビリテーション医療に関すること。

滋賀県立小児保健医療センター (1) 小児の保健に関すること。

(2) 専門的な療育相談、発達相談および小児の保健指導に関すること。

(3) 小児の専門的医療および機能訓練に関すること。

(4) 小児保健医療の調査研究に関すること。

(5) 小児保健医療の教育研修に関すること。

滋賀県立精神医療センター (1) 精神的健康の保持および増進に関すること。

(2) 精神障害者等の専門的な医療に関すること。

(3) 精神障害者等の社会復帰を促進するための生活の訓練および指導に関すること。

(4) 精神障害者等の医療の調査研究に関すること。

経営管理課 病院事業庁全般に関する事項の総合調整に関すること。等

　２　報告セグメントごとの予定損益計算書

（平成29年４月１日から平成30年３月31日まで） （単位：千円）

合　　　計

医 業 収 益 １５,２７６,８７５ ２,４４３,５６５ １,４３９,７５７ １１５,５３５ １９,２７５,７３２

総合病院 小児保健医療センター 精神医療センター

病院事業

セ グ メ ン ト 区 分 業　　　務　　　の　　　内　　　容　　

経営管理課



（※）経営管理課から各病院に配賦している本部経費（本部費配賦額）については、各病院においては費用に、経営管理課においては収益となるが、同一会計内での

　　　資金移動となり、病院事業会計全体としては収益および費用とはならないため、重複分については経営管理課から控除している。

　３　報告セグメントごとの予定貸借対照表

（平成30年３月31日） （単位：千円）

当 年 度 未 処 理 欠 損 金 １５,４８０,２３３ ６２９,１６２△       ３２４,６５５  － １５,１７５,７２６

前 年 度 繰 越 欠 損 金 １４,９５７,１１４ ５９５,０５３△       ３３９,３４７  － １４,７０１,４０８

当 年 度 純 損 失 ５２３,１１９ ３４,１０９△         １４,６９２△          － ４７４,３１８

経 常 損 失 ５２３,１１９ ３４,１０９△         １４,６９２△          － ４７４,３１８

附 帯 事 業 費 用  － ２３２,８８２  －  － ２３２,８８２

附 帯 事 業 収 益  － ２２７,６１９  －  － ２２７,６１９

３,０５１,４７２

医 業 外 費 用 ９５２,８２４ ９０,６９６ ７２,４１１ ２,７４３ １,１１８,６７４

１,５２０,０８６ ３２７,４２０ ５４０,０８３ １４,２６４ ２,４０１,８５３

医 業 外 収 益 １,９４９,７９１ ４５７,４８８ ６２７,１８６ １７,００７

２,７７０,９８５ １,９７９,８４０ １２９,７９９ ２１,６７７,５８５

病院事業

総合病院 小児保健医療センター

医 業 費 用 １６,７９６,９６１

合　　　計

固 定 資 産 ２７,１７５,７１２ ２,２５２,６３２ ３,７１２,８７４ １,５５０,７３５ ３４,６９１,９５３

総合病院 小児保健医療センター 精神医療センター 経営管理課

精神医療センター 経営管理課

医 業 損 失

合　　　計



Ⅴ　リース契約により使用する固定資産に関する注記

　　なし

Ⅵ　その他の注記

　１  退職給付引当金の目的使用による取崩しについて

　　　当事業年度において、退職手当として 176,800千円を支給するため、退職給付引当金 159,437千円を取り崩す。

病院事業

負 債 資 本 合 計 ２９,５６５,８４５ ５,５８８,７８３ ５,８３６,３１３

資 本 金 １１,４１５,５２９ ２,５０９,９１７ ２,４８９,６４５

流 動 負 債 ３,４４７,１８４ ４３９,９３３ ３５４,２８９

１,６１９,３５６ ４２,６１０,２９７

資 本 合 計 １,１１４,３９０△    ３,７８２,５８０ ３,１７８,０６８ １,５５０,７３５ ７,３９６,９９３

剰 余 金 １２,５２９,９１９△  １,２７２,６６３ ６８８,４２３ １,５５０,７３５ ９,０１８,０９８△    

 － １６,４１５,０９１

負 債 合 計 ３０,６８０,２３５ １,８０６,２０３ ２,６５８,２４５ ６８,６２１ ３５,２１３,３０４

繰 延 収 益 １,３９５,１３６ ５２,０４４ １,２４２,３２３  － ２,６８９,５０３

２６,３４４ ４,２６７,７５０

固 定 負 債 ２５,８３７,９１５ １,３１４,２２６ １,０６１,６３３ ４２,２７７ ２８,２５６,０５１

資 産 合 計 ２９,５６５,８４５ ５,５８８,７８３ ５,８３６,３１３ １,６１９,３５６ ４２,６１０,２９７

流 動 資 産 ２,３９０,１３３ ３,３３６,１５１ ２,１２３,４３９ ６８,６２１ ７,９１８,３４４



（単位  千円）

平 成 30 年 度 滋 賀 県 工 業 用 水 道 事 業 会 計 予 算 実 施 計 画

収 益 的 収 入 お よ び 支 出

給 水 収 益

７１４

７１８

款

工 業 用 水 道 事 業 収 益

工業用水道事業

１

備　　　　　　　考

１１５,４６４

長 期 前 受 金 戻 入

４,５４２

１,２４８,１００

１

予　　　　定　　　　額

１

１,１３２,６３６

目

２

９７９,１２３

１５３,５１３２

項

そ の 他 の 営 業 収 益

１０９,４９０

１ 営 業 収 益

（収　　 　入）

２ 営 業 外 収 益

雑 収 益

３

他 会 計 負 担 金

４

受 取 利 息 お よ び 配 当 金



（単位  千円）

費

消 費 税 お よ び 地 方 消 費 税

３ 雑 支 出

（支　　 　出）

工業用水道事業

工 業 用 水 道 事 業 費 用

２

３,３２６４ 資 産 減 耗 費

営 業 外 費 用

備　　　　　　　考

１

款

１,０３３,４００

１３０,６７８１ 総 係 費

支払利息および企業債取扱諸

３１,５３６

２

２５,３１８２

５,９６３

２５５

１

予　　　　定　　　　額

３ 減 価 償 却 費 ５５８,１８５

３０９,６７５

１,００１,８６４１ 営 業 費 用

項 目

業 務 費



（単位  千円）

９７,１００

工業用水道事業

資 本 的 収 入 お よ び 支 出

諸 収 入

項 予　　　　定　　　　額

補 助 金

３３,６００１ 国 補 助 金

（収　　 　入）

１

２

２

資 本 的 収 入

１

款

９４,１８５他 会 計 貸 付 金 償 還 金

１３０,７００

工 事 負 担 金 ２,９１５

３３,６００１

備　　　　　　　考目



（単位  千円）

有 形 固 定 資 産 購 入 費

総 係 費

４４４,５５６２ 構 築 物 費

２ 企 業 債 償 還 金

８９５３ 固 定 資 産 購 入 費

３４,２０１

３４,２０１１ 企 業 債 償 還 金

８９５１

１ 建 設 改 良 費 ４７８,６０４

３４,０４８１

備　　　　　　　考

５１３,７００１ 資 本 的 支 出

予　　　　定　　　　額款 項 目

（支　　 　出）

工業用水道事業



（単位  千円）

１

２

（平成30年４月１日から平成31年３月31日まで）

工業用水道事業

△

利 息 お よ び 配 当 金 の 受 取 額

未 払 金 の 増 加 額

４,５４２

小 計

５,９６３

業 務 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー ７４５,９３０

投 資 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー

７４７,３５１

５,９６３

未 収 金 の 減 少 額 １７,０００

１０２,３９８

△ ８９９

１０９,４９０

△ ７５８

７,６４７

△ ４,５４２

△ ４０,９７５

３２,３３１

た な 卸 資 産 の 増 加 額

雑 支 出 （ 控 除 対 象 外 消 費 税 等 ）

業 務 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー

１８２,４１０

平成30年度滋賀県工業用水道事業予定キャッシュ･フロー計算書

当 年 度 純 利 益

３,３２６

５５８,１８５減 価 償 却 費

資 産 減 耗 費

△ ５,３８６

１４１

△

賞 与 等 引 当 金 の 減 少 額

退 職 給 付 引 当 金 の 減 少 額

長 期 前 受 金 戻 入 額

受 取 利 息 お よ び 受 取 配 当 金

消 費 税 等 資 本 的 収 支 調 整 額

修 繕 引 当 金 の 減 少 額

特 別 修 繕 引 当 金 の 増 加 額

支 払 利 息

利 息 の 支 払 額



３

建 設 改 良 費 等 の 財 源 に 充 て る
た め の 企 業 債 の 償 還 に よ る 支 出

５,６６９,９４５

財 務 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー

△ ３４,２０１

５,３０７,０１５

△ ３４,２０１

△

８１３

３６２,９３０

４７８,６８６

９４,１８５

３６,５１５

３４８,７９９

資 金 増 加 額

資 金 期 首 残 高

工業用水道事業

資 金 期 末 残 高

△

投 資 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー

財 務 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー

国 庫 補 助 金 等 に よ る 収 入

△

有 形 固 定 資 産 の 取 得 に よ る 支 出

無 形 固 定 資 産 の 取 得 に よ る 支 出

他 会 計 貸 付 金 の 回 収 に よ る 収 入



人 人 千円 千円 千円 千円 千円

千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円

5328

損 益 勘 定 支 弁 職 員

－

2,245

　　１　総　　　括

本
　
年
　
度

前
　
年
　
度

比
　
　
　
較

－

－

本 年 度

488

4,965

199

△ 15,256

9,574

4,929

5,461

通 勤 手 当

83

50,420

△ 6,053 △ 2,069

8,538

109,786

4,366

20,964

2,541

資 本 勘 定 支 弁 職 員

地 域 手 当

合 計  (1)

資 本 勘 定 支 弁 職 員 3

－

扶 養 手 当

損 益 勘 定 支 弁 職 員  (－)

4,113

 13
59,366

4,792

△ 1
△ 7,134

1

 (－)
2

勤 勉 手 当

9,502

1,283

4,586 15,253

住 居 手 当

128

期 末 手 当

11,926

△ 13,187

7,277

20,464

1,350

616

2,485

16,536 10,852

140,324

17,444

2,297

102,842

特殊勤務手当

117,063

27,408

107,099

122,355

8,395

24,830

75

5,817

2,740

時 間 外 勤 務
手 当

33,225

－

－

 11

 (1)

55,253

16,039

特 別 職

 (1)

－ 4

職 員 数

－

一 般 職

1,4516,944

52,905

11,369

64,158

法 定 福 利 費
給　　　　　　　　与　　　　　　　　費

計

19,51347,589

合　　　　　計

合 計

区　　　　　　　　　　　　　　分
給 料

130,750

2,831

23,261

手 当

41,536 89,65548,119

資 本 勘 定 支 弁 職 員

工業用水道事業

手　当　の　内　訳 362

 15

 (1)
 12

合 計

－

区　　分

損 益 勘 定 支 弁 職 員

1,883

比　　較 379

給 与 費 明 細 書

前 年 度



千円 千円 千円 千円 千円 千円

　　注　職員数の（　）書は、短時間勤務職員数で外数である。

27 1,372

3

管 理 職 手 当

30

1,057

△ 273

6,639

児 童 手 当退 職 手 当

△ 1,837

784

区　　分

249

夜間勤務手当

5

5

工業用水道事業

比　　較

本 年 度

前 年 度

－ 23

226

休日勤務手当

8,476

1,700

管 理 職 員
特別勤務手当

328



千円 千円

給与改定に伴う 給与改定の状況
増減分

　　　　　  平成27年度の給与制度の総合的見直しによる給料の引下
 げに係る経過措置の終了

昇給に伴う増加
分

その他の増減分 職員数の異動状況

人 人 人

制度改正に伴う 制度改正の状況
増減分

 勤勉手当

 退職手当

一般会計に準じて改定

その他の増減分

 給料の改定率　　　　　　　　　　　　　　　　 0.2％

 4,400千円

13

　 改定実施時期        　　 　 　　平成29年12月１日

　 改定実施時期　　 　 　        　平成29年４月１日

－ 13

2

 扶養手当

2,161

　　２　給料および手当の増減額の明細

542

増 減 額区 分

2,485 324

4,400 職 員 構 成 の 異 動 等

増 減 事 由 別 内 訳

△ 1504,792

手 当

工業用水道事業

給 料

比　　較

説 明

前年度

備 考

そ の 他

前 年 度

区　　分 計

15

前年度

－15本 年 度

　 改定実施時期        　　 　 　　平成30年１月１日

2 －

現 に 在 職 す る 職 員

　 改定実施時期　　 　　　　　　 　平成29年４月１日



平 均 年 齢

一般会計の制度

平均給料月額

 151,500

（単位　円・歳）

47.1

 185,800439,681

339,868  151,500

行 政 職

平均給与月額

行 政 職

平成29年12月１日現在

平均給料月額

大 学 卒平均給与月額

平 均 年 齢

　　３　給料および手当の状況

　　　(1) 職員１人当たり給与

平成28年12月１日現在

工業用水道事業

46.8

445,665

区 分

 185,800

348,140

区 分

高 校 卒

行 政 職

　　　(2) 初　任　給 （単位　円）



 3

４ 級

３ 級

１ 級

 5

100.0

計

７ 級

６ 級

５ 級

 －

 1 7.7

 (1)
３ 級

計

５ 級

２ 級

 1

１ 級

 (1)

7.7

 13

40.0

工業用水道事業

 6

７ 級

平

成

29

年

12

月

１

日

現

在

 －

２ 級

４ 級 38.4

23.1

　　　(3) 級別職員数 （単位　人・％）

7.7

15.4

100.0

 1

 －

 2

13.3

 (1)

構　成　比

 2

 (1)

 1

6.7

13.3

 15

6.7 1

６ 級

 2

 －

平

成

28

年

12

月

１

日

現

在

区 分
職　員　数

行 政 職

 3
20.0



53.8

 8

5 級

主 幹

昇 給 に 係 る 職 員 数 (B)

　　　(4) 昇　　給

区 分

7 級

6 号 給

 15(A)

 13

53.3

職 員 数

(A)

 1

（単位　人・％）

　　　 　（級別の標準的な職務内容）

（困 難）

前

年

度

区 分

 7

8 号 給

6 号 給

 －

2 号 給

本

年

度

 7

号 給 数 別 内 訳

課 長

(B)/(A)

行 政 職

工業用水道事業

比 率

8 号 給

6 級

職 員 数

4 号 給

課長補佐

 1

課長補佐

行 政 職

昇 給 に 係 る 職 員 数 (B)

比 率

号 給 数 別 内 訳

4 号 給

(B)/(A)

2 号 給

（困 難）

2 級4 級

主任主事
主任技師

係 長

係 長

主任技師

主 事
 (高 度）

主任主事

技 師

3 級

（困 難）

 (高 度）

主 査

（困 難）

 6

 －

 －

 －

（困 難）

参 事 主 幹



(2.30)
4.40

有

　　　(5) 特殊勤務手当

6 月
備 考

毒物および劇物取扱手当

12 月

（単位　月）

前 年 度

毒物および劇物取扱手当

(1.225)
2.275

(2.30)
4.40

(1.05)
2.075

多くの職員に支給
さ れ て い る 手 当

支　 給　 率　 計

　　　(6) 期末手当・勤勉手当

(2.25)
4.30

(1.225)
2.275

(1.075)
2.125

(1.20)
2.225

支　　給　　期　　別　　支　　給　　率

10.3

級等による加算措置
職制上の段階、職務の

一 般 会 計 の 制 度
(1.075)
2.125

代表的な特殊
勤務手当の名
称

区 分

1,449支給対象職員１人当たり平均支給月額

本 年 度

0.0

支給額の多い手当

区 分

支 給 対 象 職 員 の 比 率

給 料 総 額 に 対 す る 比 率

行 政 職

有

工業用水道事業

有

（平成29年12月１日現在　単位　％・円）



定年前早期退職
特例措置

定年前早期退職
特例措置

　　注　１　「(1) 職員１人当たり給与」は、当該日に在職する職員（短時間勤務職員および休職職員等を除く｡）について算出したものである。

　　　　２　「(1) 職員１人当たり給与」の平均給与月額は、期末手当、勤勉手当、退職手当および児童手当を除いて算出したものである。

　　　　３　「(3) 級別職員数」の（　）書は、短時間勤務職員数で外数である。

　　　　４　「(4) 昇給」の昇給に係る職員数は、短時間勤務職員を除いたものである。

　　　　５　「(6) 期末手当・勤勉手当」の（　）書は、再任用職員に係る支給率である。

（単位　月）　　　(7) 定年退職および勧奨退職に係る退職手当

差 異 の 内 容

一　 般　 会　 計　 の　 制　 度
（ 支　給　率　等 ）

33.27075

33.27075

（2％～45％加算）

　　　(8) その他の手当

24.586875 47.709 47.709

47.709

扶 養 手 当

地 域 手 当

住 居 手 当

通 勤 手 当

支　　　　給　　　　率　　　　等

同　　　　　じ

区 分 一 般 会 計 の 制 度 と の 異 同

同　　　　　じ

同　　　　　じ

同　　　　　じ

区 分

24.586875

20年勤続の者

工業用水道事業

備 考

（2％～45％加算）

そ の 他 の
加 算 措 置 等

35年勤続の者 最 高 限 度25年勤続の者

47.709



（単位  千円）

( )

( )

湖 南 団 地 ラ イ ン 管 路 更 新 工 事

積 水 水 口 ラ イ ン 管 路 更 新 工 事

債 務 負 担 行 為 に 関 す る 調 書

平 成 29 年 度 末 ま で の
支払義務発生（見込）額

平 成 30 年 度 以 降 の
支 払 義 務 発 生 予 定 額

左　　の　　財　　源　　内　　訳

事　　　　　　　　　　　　　項 限  度  額

国 補 助 金企　業　債金　　額 期　　　　間 金　　額 そ　の　他期　　　　間

76,154浄 水 場 運 転 管 理 業 務 135,738 50,769

－

278,000

153,000平 成 31 年 度 153,000 － －南 部 工 業 用 水 道 改 良 事 業 153,000 －

278,000－南 部 工 業 用 水 道 改 良 事 業 278,000 － 平 成 31 年 度 － －

平成30年度から 76,154 － －

平成32年度まで

平成28年度から

工業用水道事業

平成29年度まで



（単位  千円）

１

イ

ロ

ハ

ニ

ホ

ヘ

ト

イ

ロ

ハ

イ

１１７,１４２

５６５,０６８△       

１,３０６,１３８

７４１,０７０

１２６,０９８

８,８８４

７２

２,０００

有 形 固 定 資 産

土 地

建 物

４,８６１,５８４△    

構 築 物

減 価 償 却 累 計 額

減 価 償 却 累 計 額

減 価 償 却 累 計 額

減 価 償 却 累 計 額

機 械 お よ び 装 置

水 利 権

投 資 そ の 他 の 資 産

４７３,２８９

４,５５９

２,０７９

３３,５０４

(1)

工 具 器 具 お よ び 備 品

(3)

１,６７７,９５１

６,５３９,５３５

４,３３５,１３５

８,０５９,５６６

地 上 権

３,６７０

１３,４７９,７８５

８２５,４８３

９,１４４,６５０△    

１,５９１△           

減 価 償 却 累 計 額

車 両 運 搬 具

出 資 金

建 設 仮 勘 定

有 形 固 定 資 産 合 計

無 形 固 定 資 産

工業用水道事業

(2)

施 設 利 用 権

固 定 資 産

平 成 30 年 度 滋 賀 県 工 業 用 水 道 事 業 予 定 貸 借 対 照 表

（平 成 31 年 ３ 月 31 日）

資　　　　産　　　　の　　　　部

無 形 固 定 資 産 合 計

２８,９４５△         



ロ

ハ

２

３

イ

イ

ロ

ハ

４

イ

１４,０７７,４３６

１６

１２４,８６０

８,３１０,５２４

３０,６６９

９２６,４８９

３０,６６９

３８５,９５５

５,７６６,９１２

６２３,４７８

１２２,７７９

１１４,７４４

３０３,０１１

特 別 修 繕 引 当 金

現 金 預 金

企 業 債

流 動 資 産

建設改良費等の財源に充てるための
企 業 債

３０３,０１１

１２２,８４４

建設改良費等の財源に充てるための
企 業 債

企 業 債

引 当 金 合 計

流 動 負 債

企 業 債 合 計

預 託 金

流 動 資 産 合 計

固 定 負 債

資 産 合 計

(1)

退 職 給 付 引 当 金

未 収 金(2)

固 定 資 産 合 計

(3)

投 資 そ の 他 の 資 産 合 計

企 業 債 合 計

引 当 金(2)

(1)

(1)

固 定 負 債 合 計

工業用水道事業

長 期 貸 付 金

修 繕 引 当 金

負　　　　債　　　　の　　　　部

８,９６７

５,６６９,９４５

貯 蔵 品

８８,０００



イ

ロ

５

イ

ロ

ハ

６

７

イ

ロ

ハ

１５２,０２７

１,６９２,２４３

１,６９２,２４３

３０,４８７

２５７,３７０

２,８９０,３０７

３６,００８

８,８８３,４７０

２７１,５７５

１０５,３１０

７１８,７４４

８,１５５

２７,８５３

５００

２０４,３９８

３３

(1) 長 期 前 受 金

修 繕 引 当 金

引 当 金 合 計

繰 延 収 益

(4) そ の 他 流 動 負 債

(3)

工業用水道事業

１３４,３０３△       

１,３５８,１１８

９４３,０１２４１５,１０６△       

流 動 負 債 合 計

国 庫 補 助 金

引 当 金

受 贈 財 産 評 価 額

資 本 剰 余 金 合 計

工 事 負 担 金

収 益 化 累 計 額

未 払 金

長 期 前 受 金 合 計

負 債 合 計

賞 与 等 引 当 金

収 益 化 累 計 額

３１,０４８

資 本 金

(2)

資 本 剰 余 金

受 贈 財 産 評 価 額

資　　　　本　　　　の　　　　部

８５３,０４７

国 庫 補 助 金

繰 延 収 益 合 計

５６１△              収 益 化 累 計 額

剰 余 金

(1)

工 事 負 担 金



イ

ロ

ハ

１４,０７７,４３６

２１６,６１１

１,８０１,９９８

工業用水道事業

１１,１８７,１２９

２,３０３,６５９

２,０４６,２８９

負 債 資 本 合 計

当 年 度 未 処 分 利 益 剰 余 金

資 本 合 計

剰 余 金 合 計

２７,６８０利 益 積 立 金

利 益 剰 余 金 合 計

建 設 改 良 積 立 金

(2) 利 益 剰 余 金



Ⅰ 重要な会計方針に係る事項に関する注記

たな卸資産の評価基準および評価方法

貯蔵品について、先入先出法による原価法を用いている。

固定資産の減価償却の方法

有形固定資産

地方公営企業法施行規則（昭和27年総理府令第73号）別表第２号に定める種類の区分ごとに応じた耐用年数（ただし、構築物または機械および装置を一体として償却する

場合は、同号注一の表に掲げる耐用年数）により定額法を用いている。

無形固定資産

地方公営企業法施行規則別表第３号に定める種類の区分ごとに応じた耐用年数により定額法を用いている。

引当金の計上方法

退職給付引当金

職員の退職手当の支給に備えるため、当事業年度末の退職手当要支給額における工業用水道事業会計が負担すべき額を計上している。各会計が負担する額については、各

会計における職員の勤続年数による按分により負担することとしており、各会計が負担すると見込まれる負担額は次のとおり。

一般会計   　　　　　

工業用水道事業会計 　

水道用水供給事業会計 

賞与等引当金

職員の期末・勤勉手当の支給およびこれに係る法定福利費の支払いに備えるため、当事業年度末における支給（支払）見込額に基づき、当事業年度の負担に属する額を計

上している。

特別修繕引当金

法令等に基づき、数年度ごとに定期的に行われる大規模な修繕について、その修繕に要する経費を年数按分した額を計上している。

修繕引当金

注 記

（平 成 31 年 ３ 月 31 日）

工業用水道事業

１

２

３

(1)

(2)

(2)

(1)

２２２,４４１千円

１２２,７７９千円

３３８,０１１千円

(3)

(4)



平成24年４月１日施行の地方公営企業会計基準移行前に引き当てたものを計上しており、引き続き従前の例により取り崩すこととする。

貸倒引当金

債権の不納欠損による損失に備えるため、貸倒実績率等による回収不能見込額を計上する。

なお、当事業においては、過去に貸倒実績がないため、計上していない。

その他計算書類の作成のための基本となる重要事項

消費税等の会計処理

消費税および地方消費税の会計処理は、期中税抜方式によっている。

なお、控除対象外消費税等については、当事業年度の費用として処理している。

Ⅱ 平成30年度予定キャッシュ・フロー計算書に関する注記

なし

Ⅲ 平成30年度予定貸借対照表等に関する注記

なし

Ⅳ セグメント情報に関する注記

報告セグメントの概要

工業用水道事業会計は、彦根工業用水道事業および南部工業用水道事業を行っているが、浄水場施設や給水区域がそれぞれ独立していることから彦根工業用水道事業および

南部工業用水道事業の２つを報告セグメントとしている。

なお、各報告セグメントに属する事業の内容は以下のとおりである。

彦根市、多賀町

草津市、守山市、栗東市、甲賀市、野洲市、湖南市、竜王町

工業用水道事業

(5)

(1)

４

１

名 称 給 水 区 域 １ 日 の 給 水 能 力

彦 根 工 業 用 水 道 事 業 ４８,５００ 立方メートル

南 部 工 業 用 水 道 事 業 ８３,８６０ 立方メートル



報告セグメントごとの予定貸借対照表

（平成31年３月31日）

Ⅴ リース契約により使用する固定資産に関する注記

オペレーティング・リース取引に係る未経過リース料相当額は次のとおりである。

１年内

１年超

　計

資 本 金

剰 余 金

資 本 合 計

負 債 資 本 合 計

１,８２７,４７０

２,３１８,４７９

９,３５９,６５９

１１,７５８,９５７

１,２５１,８３５

１,２０１,２５１ ７,１０９,２７３

１,１１７,２２８

２,３１８,４７９

１７４,０９２

４２,５０３

２７４,４１４

４９１,００９

４,６４９,６８４

１１,７５８,９５７

７５２,３９７

２２９,０７２

彦根工業用水道事業 南部工業用水道事業

２,３０３,６５９

１１,１８７,１２９

８,８８３,４７０

１４,０７７,４３６

７,６３１,６３５

５７５,６３５ １,７２８,０２４

工 業 用 水 道 事 業 計

（単位　千円）

工業用水道事業

２

１,６９２,２４３

固 定 資 産

流 動 資 産

資 産 合 計

固 定 負 債

流 動 負 債

繰 延 収 益

負 債 合 計

１

４３千円

８２千円

１２５千円

８,３１０,５２４

１,４１７,８２９

２,３９９,２９８

５,７６６,９１２

２,８９０,３０７

２７１,５７５

９２６,４８９

１４,０７７,４３６



Ⅵ その他の注記

退職給付引当金の目的使用による取崩しについて

当事業年度において、退職手当として１２,０２５千円を支給するため、退職給付引当金１１,３９８千円を取り崩す。

修繕引当金の目的使用による取崩しについて

当事業年度において、吉川浄水場２系沈殿池汚泥搔寄機修繕工事等を執行するにあたり、修繕引当金４０,９７５千円を取り崩す。
かきよせ

１

２

工業用水道事業



（単位  千円）

１

２

３

４

その他未処分利益剰余金変動額 １７,３７５

当 年 度 未 処 分 利 益 剰 余 金 １６２,９３６

１４５,５６１当 年 度 純 利 益

経 常 利 益 １４５,５６１

(2) 雑 支 出 ２８７ ６,７８８ １１０,５４８    

営 業 外 費 用

(1) 支 払 利 息 お よ び 企 業 債 取 扱 諸 費 ６,５０１

(4) 雑 収 益 ５８９ １１７,３３６

(3) 長 期 前 受 金 戻 入 １０９,８１８

(2) 他 会 計 負 担 金 ８９９

(1) 受 取 利 息 お よ び 配 当 金 ６,０３０

営 業 利 益 ３５,０１３

営 業 外 収 益

(4) 資 産 減 耗 費 １９１ １,０４２,３１９

(3) 減 価 償 却 費 ５５８,２７０

(2) 業 務 費 ３４０,９９７

営 業 費 用

(1) 総 係 費 １４２,８６１

(1) 給 水 収 益 １,０７７,３３２ １,０７７,３３２

工業用水道事業

平 成 29 年 度 滋 賀 県 工 業 用 水 道 事 業 予 定 損 益 計 算 書

（平成29年４月１日から平成30年３月31日まで）

営 業 収 益



（単位  千円）

１

イ

ロ

ハ

ニ

ホ

ヘ

ト

イ

ロ

ハ

イ

工業用水道事業

出 資 金 ２,０００

(3) 投 資 そ の 他 の 資 産

施 設 利 用 権 ８７

無 形 固 定 資 産 合 計 １３２,５２２

水 利 権 １２２,３１９

地 上 権 １０,１１６

(2) 無 形 固 定 資 産

建 設 仮 勘 定 ５８１,７０２

有 形 固 定 資 産 合 計 ８,１６７,８４２

工 具 器 具 お よ び 備 品 ３３,３６６

減 価 償 却 累 計 額 ２４,４６４△         ８,９０２

車 両 運 搬 具 ３,１２６

減 価 償 却 累 計 額 １,０８７△           ２,０３９

機 械 お よ び 装 置 ６,４１６,７４４

減 価 償 却 累 計 額 ４,６７７,２８２△    １,７３９,４６２

構 築 物 １３,４４３,９５０

減 価 償 却 累 計 額 ８,８５０,７９６△    ４,５９３,１５４

建 物 １,３０６,１３８

減 価 償 却 累 計 額 ５３６,８４４△       ７６９,２９４

土 地 ４７３,２８９

固 定 資 産

(1) 有 形 固 定 資 産

平 成 29 年 度 滋 賀 県 工 業 用 水 道 事 業 予 定 貸 借 対 照 表

（平 成 30 年 ３ 月 31 日）

資　　　　産　　　　の　　　　部



ロ

ハ

２

３

イ

イ

ロ

ハ

４

イ 建設改良費等の財源に充てるための
企 業 債

３４,２０１

流 動 負 債

(1) 企 業 債

企 業 債 合 計 ３４,２０１

引 当 金 合 計 ６４９,０７０

固 定 負 債 合 計 ９８２,７５０

特 別 修 繕 引 当 金 １０７,０９７

修 繕 引 当 金 ４１３,８０８

退 職 給 付 引 当 金 １２８,１６５

建設改良費等の財源に充てるための
企 業 債

３３３,６８０

企 業 債 合 計 ３３３,６８０

(2) 引 当 金

(1) 企 業 債

負　　　　債　　　　の　　　　部

固 定 負 債

流 動 資 産 合 計 ５,４２０,０８３

資 産 合 計 １３,９３９,４９２

(3) 貯 蔵 品 ８,０６８

(2) 未 収 金 １０５,０００

流 動 資 産

(1) 現 金 預 金 ５,３０７,０１５

投 資 そ の 他 の 資 産 合 計 ２１９,０４５

固 定 資 産 合 計 ８,５１９,４０９

預 託 金 １６

工業用水道事業

長 期 貸 付 金 ２１７,０２９



イ

ロ

５

イ

ロ

ハ

６

７

イ

ロ

ハ

工業用水道事業

受 贈 財 産 評 価 額 ３３

資 本 剰 余 金 合 計 ２５７,３７０

国 庫 補 助 金 １５２,０２７

工 事 負 担 金 １０５,３１０

(1) 資 本 剰 余 金

資 本 金 ８,８６６,０９５

剰 余 金

負 債 合 計 ２,９３４,７７３

資　　　　本　　　　の　　　　部

長 期 前 受 金 合 計 １,７６５,４３４

繰 延 収 益 合 計 １,７６５,４３４

受 贈 財 産 評 価 額 ３１,０４８

収 益 化 累 計 額 ４４９△              ３０,５９９

工 事 負 担 金 ８５０,５９５

収 益 化 累 計 額 １０７,３９２△       ７４３,２０３

国 庫 補 助 金 １,３２６,８５４

収 益 化 累 計 額 ３３５,２２２△       ９９１,６３２

(1) 長 期 前 受 金

流 動 負 債 合 計 １８６,５８９

繰 延 収 益

(4) そ の 他 流 動 負 債 ５００

修 繕 引 当 金 ４０,９７５

引 当 金 合 計 ４９,８８８

賞 与 等 引 当 金 ８,９１３

(3) 引 当 金

(2) 未 払 金 １０２,０００



イ

ロ

ハ

ニ

資 本 合 計 １１,００４,７１９

負 債 資 本 合 計 １３,９３９,４９２

利 益 剰 余 金 合 計 １,８８１,２５４

剰 余 金 合 計 ２,１３８,６２４

建 設 改 良 積 立 金 １,６７１,３３９

当 年 度 未 処 分 利 益 剰 余 金 １６２,９３６

減 債 積 立 金 １９,２９９

利 益 積 立 金 ２７,６８０

(2) 利 益 剰 余 金

工業用水道事業



Ⅰ 重要な会計方針に係る事項に関する注記

たな卸資産の評価基準および評価方法

貯蔵品について、先入先出法による原価法を用いている。

固定資産の減価償却の方法

有形固定資産

地方公営企業法施行規則（昭和27年総理府令第73号）別表第２号に定める種類の区分ごとに応じた耐用年数（ただし、構築物または機械および装置を一体として償却する

場合は、同号注一の表に掲げる耐用年数）により定額法を用いている。

無形固定資産

地方公営企業法施行規則別表第３号に定める種類の区分ごとに応じた耐用年数により定額法を用いている。

引当金の計上方法

退職給付引当金

職員の退職手当の支給に備えるため、当事業年度末の退職手当要支給額における工業用水道事業会計が負担すべき額を計上している。各会計が負担する額については、各

会計における職員の勤続年数による按分により負担することとしており、各会計が負担すると見込まれる負担額は次のとおり。

一般会計   　　　　　

工業用水道事業会計 　

水道用水供給事業会計 

賞与等引当金

職員の期末・勤勉手当の支給およびこれに係る法定福利費の支払いに備えるため、当事業年度末における支給（支払）見込額に基づき、当事業年度の負担に属する額を計

上している。

特別修繕引当金

法令等に基づき、数年度ごとに定期的に行われる大規模な修繕について、その修繕に要する経費を年数按分した額を計上している。

修繕引当金

(2)

３

(1)

２８８,４１８千円

１２８,１６５千円

３５１,３３０千円

１

２

(1)

（平 成 30 年 ３ 月 31 日）

注 記

(4)

(2)

工業用水道事業

(3)



平成24年４月１日施行の地方公営企業会計基準移行前に引き当てたものを計上しており、引き続き従前の例により取り崩すこととする。

貸倒引当金

債権の不納欠損による損失に備えるため、貸倒実績率等による回収不能見込額を計上する。

なお、当事業においては、過去に貸倒実績がないため、計上していない。

その他計算書類の作成のための基本となる重要事項

消費税等の会計処理

消費税および地方消費税の会計処理は、期中税抜方式によっている。

なお、控除対象外消費税等については、当事業年度の費用として処理している。

Ⅱ 平成29年度予定貸借対照表等に関する注記

なし

Ⅲ セグメント情報に関する注記

報告セグメントの概要

工業用水道事業会計は、彦根工業用水道事業および南部工業用水道事業を行っているが、浄水場施設や給水区域がそれぞれ独立していることから彦根工業用水道事業および

南部工業用水道事業の２つを報告セグメントとしている。

なお、各報告セグメントに属する事業の内容は以下のとおりである。

彦根市、多賀町

草津市、守山市、栗東市、甲賀市、野洲市、湖南市、竜王町

(5)

４

(1)

工業用水道事業

１

名 称 給 水 区 域 １ 日 の 給 水 能 力

彦 根 工 業 用 水 道 事 業 ４８,５００ 立方メートル

南 部 工 業 用 水 道 事 業 ８３,８６０ 立方メートル



報告セグメントごとの予定損益計算書

（平成29年４月１日から平成30年３月31日まで）

報告セグメントごとの予定貸借対照表

（平成30年３月31日）

３２,４９６

１５,２５１

１３６

１０２,０８５

６,６５２

１７,６３２ １２７,９２９

２

１,０７７,３３２

１,０４２,３１９

工 業 用 水 道 事 業 計

営 業 費 用

営 業 収 益

彦根工業用水道事業

（単位　千円）

南部工業用水道事業

１８３,３６３

１８０,８４６

８９３,９６９

８６１,４７３

営 業 外 収 益

営 業 利 益

当 年 度 純 利 益

経 常 利 益

営 業 外 費 用

（単位　千円）

工 業 用 水 道 事 業 計

２,５１７

１７,６３２ １２７,９２９

 － １７,３７５

１７,６３２ １４５,３０４

３５,０１３

１１７,３３６

６,７８８

１４５,５６１

１４５,５６１

１７,３７５

１６２,９３６

その他未処分利益剰余金変動額

彦根工業用水道事業 南部工業用水道事業

工業用水道事業

固 定 資 産

流 動 資 産

１,２１５,３９４ ７,３０４,０１５

３

８,５１９,４０９

１,０６５,８１８ ４,３５４,２６５ ５,４２０,０８３

当 年 度 未 処 分 利 益 剰 余 金



Ⅳ リース契約により使用する固定資産に関する注記

オペレーティング・リース取引に係る未経過リース料相当額は次のとおりである。

１年内

１年超

　計

Ⅴ その他の注記

特別修繕引当金の目的使用による取崩しについて

当事業年度において、菩提寺加圧ポンプ場自家発電設備修繕工事等を執行するにあたり、特別修繕引当金４,３６７千円を取り崩す。

修繕引当金の目的使用による取崩しについて

当事業年度において、吉川浄水場導水ポンプ修繕工事等を執行するにあたり、修繕引当金１５,２９９千円を取り崩す。

１,２５１,８３５ ７,６１４,２６０

５２４,６４４ １,６１３,９８０

１,７７６,４７９ ９,２２８,２４０

２,２８１,２１２ １１,６５８,２８０

９８２,７５０

１８６,５８９

工業用水道事業

固 定 負 債

流 動 負 債

７９７,１９７

資 産 合 計

３３,１５１ １５３,４３８

４７８千円

１２５千円

１１,００４,７１９

１３,９３９,４９２

８,８６６,０９５

彦根工業用水道事業 南部工業用水道事業 工 業 用 水 道 事 業 計

２,２８１,２１２ １１,６５８,２８０ １３,９３９,４９２

２,１３８,６２４

１,７６５,４３４

２,９３４,７７３

１

２,４３０,０４０

繰 延 収 益

負 債 合 計

資 本 金

剰 余 金

１８５,５５３

資 本 合 計

負 債 資 本 合 計

２８６,０２９ １,４７９,４０５

５０４,７３３

１

２

６０３千円



（単位  千円）

平 成 30 年 度 滋 賀 県 水 道 用 水 供 給 事 業 会 計 予 算 実 施 計 画

収 益 的 収 入 お よ び 支 出

項 目

（収　　 　入）

款

水 道 用 水 供 給 事 業 収 益

水道用水供給事業

１

１

２９０,０２６

他 会 計 補 助 金

給 水 収 益

４

２

１ 営 業 収 益

１

２ 営 業 外 収 益

５

備　　　　　　　考

３１６,６１２

他 会 計 負 担 金

６,６３５

５,０６３,１００

４,７４６,４８８

予　　　　定　　　　額

５

受 取 利 息 お よ び 配 当 金

４,７４６,４８８

２,３１８

長 期 前 受 金 戻 入

２,１４１

１５,４８７受 託 工 事 収 益

３

６ 雑 収 益



（単位  千円）

費

（支　　 　出）

水道用水供給事業

１

２

４

３

２

項

４

１ 営 業 費 用

備　　　　　　　考

４,２０５,８９７

４,４６８,１００

予　　　　定　　　　額

３８２,００８

２６２,２０３

９２,２６１

２,２４０,２９２

１,４９１,３３６

受 託 工 事 費

消 費 税 お よ び 地 方 消 費 税

４４３雑 支 出

１０７,２２７

１５,４８７

１３９,０４６１

１ 総 係 費

支払利息および企業債取扱諸

資 産 減 耗 費

業 務 費

３ 減 価 償 却 費

２ 営 業 外 費 用

水 道 用 水 供 給 事 業 費 用

款 目



（単位  千円）

企 業 債 ２１０,０００

３ 出 資 金

２ 補 助 金

１

１ 県 出 資 金

国 補 助 金

４,７００

４,７００

３９,６００

３９,６００

水道用水供給事業

項 予　　　　定　　　　額

２５４,３００

資 本 的 収 入 お よ び 支 出

企 業 債 ２１０,０００

（収　　 　入）

１

１

資 本 的 収 入

１

款 備　　　　　　　考目



（単位  千円）

２ 企 業 債 償 還 金

６７,３６８３ 固 定 資 産 購 入 費

８９５,４７０１

１ 有 形 固 定 資 産 購 入 費 ６７,３６８

企 業 債 償 還 金

８９５,４７０

１,６７７,８４９２ 構 築 物 費

１５,０５６３ 建 設 利 息

１５７,５５７１ 総 係 費

１ 建 設 改 良 費

予　　　　定　　　　額

１,８５０,４６２

備　　　　　　　考

２,８１３,３００

款 項 目

（支　　 　出）

水道用水供給事業

１ 資 本 的 支 出



（単位  千円）

１

２

資 産 減 耗 費

雑 支 出 （ 控 除 対 象 外 消 費 税 等 ）

１３９,０４６

受 取 利 息 お よ び 受 取 配 当 金

退 職 給 付 引 当 金 の 減 少 額

賞 与 等 引 当 金 の 増 加 額

修 繕 引 当 金 の 減 少 額

長 期 前 受 金 戻 入 額

支 払 利 息

利 息 お よ び 配 当 金 の 受 取 額

業 務 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー

特 別 修 繕 引 当 金 の 増 加 額

消 費 税 等 資 本 的 収 支 調 整 額

未 収 金 の 減 少 額

た な 卸 資 産 の 増 加 額

１２９,３５９

△ ４８,８６３

平成30年度滋賀県水道用水供給事業予定キャッシュ･フロー計算書

業 務 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー

４６５,７３１

２,２４０,２９２

当 年 度 純 利 益

減 価 償 却 費

（平成30年４月１日から平成31年３月31日まで）

△ １,０６４

１０,０００

３８６,３５５未 払 金 の 増 加 額

９２,２６１

１９４

２３,４１５

△ ６,６３５

△

△ １３,３１９

１,５４７

△ ２９０,０２６

６,６３５

水道用水供給事業

３,１２８,２９３

２,９９５,８８２

投 資 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー

１３９,０４６

小 計

利 息 の 支 払 額



３

国 庫 補 助 金 等 に よ る 収 入

無 形 固 定 資 産 の 取 得 に よ る 支 出

建設改良費等の財源に充てるための企業債による収入 ２１０,０００

３９,６００

１,９１３,１３０

一 般 会 計 か ら の 繰 入 金 に よ る 収 入

投 資 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー

４,７００

△ ７,６７７

△有 形 固 定 資 産 の 取 得 に よ る 支 出

水道用水供給事業

１,９１０,１５３

建 設 改 良 費 等 の 財 源 に 充 て る
た め の 企 業 債 の 償 還 に よ る 支 出

資 金 増 加 額

△

資 金 期 首 残 高

１０,７２６,９１３

４３６,８８２

１０,２９０,０３１

資 金 期 末 残 高

財 務 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー △ ６４５,８７０

△ ８９５,４７０

財 務 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー



人 人 千円 千円 千円 千円 千円

(

(

千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円

本 年 度 36,624 18,433

50,173

410,251181,830

通 勤 手 当

36,558

勤 勉 手 当

18,9652909,776

66

 29

1

法 定 福 利 費

145,796

2,169

△ 2,150△ 6,040

本
　
年
　
度

前
　
年
　
度

比
　
　
　
較

扶 養 手 当

16,761

△    1)

－

216,534

18

122,368

72,178

142,087

－ 21

－

208

期 末 手 当

△    1) 2,246

58,691

228,421

△ 2,884

2,082 55,807

4,515

86,334

△ 8,286

特殊勤務手当

282

△ 22,442

2,269

176,285

時 間 外 勤 務
手 当

264,455

 (5)

△ 17,927

52,342 321,312

51,176

392,324

123,354 149,524

470,836

26,170

175,790

124,614

2
－

住 居 手 当

△ 3

△ 1

地 域 手 当

職 員 数

 (4) 144,356

給　　　　　　　　与　　　　　　　　費

計手 当

268,9701

一 般 職

損 益 勘 定 支 弁 職 員

資 本 勘 定 支 弁 職 員

損 益 勘 定 支 弁 職 員

 49
1  (4)

1

 31

 (5)

資 本 勘 定 支 弁 職 員

損 益 勘 定 支 弁 職 員

合 計

合　　　　　計

合 計

区　　　　　　　　　　　　　　分
給 料

490,913

59,462

特 別 職

 50

6,684

△ 26,761△ 4,319

30,489

80,662

△ 532△ 8

78,512

314,628

9,250

△ 20,077

△ 884

資 本 勘 定 支 弁 職 員

手　当　の　内　訳

△ 11,887

7,581

－

1,874

△ 14,156

7,249 17,645

332

水道用水供給事業

比　　較

前 年 度

合 計

給 与 費 明 細 書

△ 526

　　１　総　　　括

区　　分



千円 千円 千円 千円 千円 千円

児 童 手 当

843

　　注　職員数の（　）書は、短時間勤務職員数で外数である。

102

5,278

△ 367

21

462

管 理 職 員
特別勤務手当

管 理 職 手 当

比　　較

2,718105866前 年 度 20

休日勤務手当

本 年 度

△ 231

水道用水供給事業

区　　分 退 職 手 当

2,35119,9135,740

△ 1,882

21,795

△ 3

夜間勤務手当



千円 千円

給与改定に伴う 給与改定の状況
増減分

　　　　  平成27年度の給与制度の総合的見直しによる給料の引下
 げに係る経過措置の終了

昇給に伴う増加
分

その他の増減分 職員数の異動状況

人 人 人

制度改正に伴う 制度改正の状況
増減分

 勤勉手当

 退職手当

一般会計に準じて改定

その他の増減分

　 改定実施時期　　 　 　        　平成29年４月１日

 給料の改定率　　　　　　　　　　　　　　　　 0.2％
　 改定実施時期　　 　　　　　　 　平成29年４月１日

50

前年度

－

そ の 他

49

　　２　給料および手当の増減額の明細

1,772

区 分

 扶養手当

本 年 度

区　　分

前 年 度

職 員 構 成 の 異 動 等

1,055

　 改定実施時期        　　 　 　　平成30年１月１日

49

△ 14,147

　 改定実施時期        　　 　 　　平成29年12月１日

説 明

488

手 当

△ 11,887

現 に 在 職 す る 職 員

50

備 考

比　　較 △ 1

△

前年度

14,147千円

給 料

水道用水供給事業

増 減 事 由 別 内 訳増 減 額

△ 7,095

△ 6,040

△ 1－

計

－



 151,500

行 政 職

　　　(2) 初　任　給 （単位　円）

区 分
一般会計の制度

（単位　円・歳）

行 政 職

水道用水供給事業

 151,500高 校 卒

大 学 卒  185,800  185,800

平 均 年 齢

平成28年12月１日現在

平均給与月額

平均給料月額

平均給与月額

46.8

339,868

47.1

平成29年12月１日現在

　　　(1) 職員１人当たり給与

平 均 年 齢

439,681

348,140

445,665

　　３　給料および手当の状況

区 分

平均給料月額

行 政 職



 2

 15

６ 級

8.2

4.1

16.3

 2

2.0

 (1)

16.3

100.0

4.0

18.4
 9

５ 級

 2平

成

29

年

12

月

１

日

現

在

 4

 1

７ 級

計

2.0

4.1

 8

８ 級

 8

 6

６ 級

 (4)

１ 級

 (5)

 6

 11

 50

12.0

2.0

水道用水供給事業

 1

計

平

成

28

年

12

月

１

日

現

在

100.0

34.0４ 級

22.0

 6２ 級

 (3)
 17

12.0

３ 級

５ 級

 (2)
３ 級

１ 級

２ 級

７ 級

 1８ 級

30.6

12.0

４ 級

区 分
職　員　数 構　成　比

行 政 職

 49

 (3)

（単位　人・％）　　　(3) 級別職員数



1 級

課長補佐 主 幹

主 幹 係 長

5 級 4 級

 (高 度）

主 事

技 師

係 長

（困 難）
主 事

（困 難）

 1

59.2

課長補佐

 4

(B)/(A)

7 級区 分

（困 難）

行 政 職

参 事

2 級

 (高 度）

6 級

技　　師
（困 難）

3 級

主任技師

主任技師

主 査
主任主事

主任主事

職 員 数

(B)

昇 給 に 係 る 職 員 数

6 号 給

次 長

(A)

(A)

8 号 給

8 級

比 率

行 政 職

 49

　　　(4) 昇　　給 （単位　人・％）

2 号 給

 29

 1

前

年

度

 50

4 号 給
号 給 数 別 内 訳

 －

区 分

本

年

度

 25

昇 給 に 係 る 職 員 数

 36 号 給

 4

(B)/(A)

号 給 数 別 内 訳

 29

課 長

 20

8 号 給

58.0比 率

(B)

2 号 給

職 員 数

4 号 給

　　　 　（級別の標準的な職務内容）

水道用水供給事業

（困 難）



有

備 考支　 給　 率　 計

（単位　月）

職制上の段階、職務の
級等による加算措置

有本 年 度

(1.075)
2.125

6 月

一 般 会 計 の 制 度

前 年 度

支給対象職員１人当たり平均支給月額

0.0

10.3

給 料 総 額 に 対 す る 比 率

行 政 職

支 給 対 象 職 員 の 比 率

有

(1.225)
2.275

(2.30)
4.40

毒物および劇物取扱手当

水道用水供給事業

　　　(6) 期末手当・勤勉手当

(1.225)
2.275

(1.20)
2.225

12 月

(1.075)
2.125

(1.05)
2.075

区 分
支　　給　　期　　別　　支　　給　　率

支給額の多い手当

区 分

　　　(5) 特殊勤務手当 （平成29年12月１日現在　単位　％・円）

代表的な特殊
勤務手当の名
称

多くの職員に支給
さ れ て い る 手 当

毒物および劇物取扱手当

1,449

(2.25)
4.30

(2.30)
4.40



定年前早期退職
特例措置

定年前早期退職
特例措置

　　注　１　「(1) 職員１人当たり給与」は、当該日に在職する職員（短時間勤務職員および休職職員等を除く｡）について算出したものである。

　　　　２　「(1) 職員１人当たり給与」の平均給与月額は、期末手当、勤勉手当、退職手当および児童手当を除いて算出したものである。

　　　　３　「(3) 級別職員数」の（　）書は、短時間勤務職員数で外数である。

　　　　４　「(4) 昇給」の昇給に係る職員数は、短時間勤務職員を除いたものである。

　　　　５　「(6) 期末手当・勤勉手当」の（　）書は、再任用職員に係る支給率である。

33.2707524.586875

33.27075
一　 般　 会　 計　 の　 制　 度

（ 支　給　率　等 ）
24.586875

通 勤 手 当

同　　　　　じ

同　　　　　じ

同　　　　　じ

同　　　　　じ

区 分 一 般 会 計 の 制 度 と の 異 同

25年勤続の者 35年勤続の者

扶 養 手 当

地 域 手 当

住 居 手 当

　　　(8) その他の手当

47.709

支　　　　給　　　　率　　　　等

　　　(7) 定年退職および勧奨退職に係る退職手当

区 分

水道用水供給事業

20年勤続の者

（単位　月）

47.709

備 考

（2％～45％加算）

そ の 他 の
加 算 措 置 等

差 異 の 内 容

47.709

最 高 限 度

（2％～45％加算）

47.709



（単位  千円）

１

イ

ロ

ハ

ニ

ホ

へ

ト

チ

イ

ロ

ハ

４２２

２,１２９,６２９

６００

４,７７６,１１９

２,０４７,２３９△    

２０,７４７△         

１７８△              

２７,１４５

５６,４５４,９２４

２５,９０８,８７７

６,３９８

２７,９００,２９１△  

１４０,７１１

３８０,４９４

２,７２８,８８０

８,３９３,１６７

２８,５５４,６３３

減 価 償 却 累 計 額

減 価 償 却 累 計 額

車 両 運 搬 具

減 価 償 却 累 計 額

減 価 償 却 累 計 額

施 設 利 用 権

(2)

２３９,７８３△       

水 利 権

機 械 お よ び 装 置

減 価 償 却 累 計 額

１９０

４８８,１６６

１７,７７７

資　　　　産　　　　の　　　　部

無 形 固 定 資 産 合 計

船 舶

４７０,１９９

１,３６０,９２６

４３,３１４,７６６

構 築 物

１７,５１５,７１０△  

水道用水供給事業

減 価 償 却 累 計 額

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

土 地

建 物

(1)

平 成 30 年 度 滋 賀 県 水 道 用 水 供 給 事 業 予 定 貸 借 対 照 表

（平　成　31　年　３　月　31　日）

地 上 権

工 具 器 具 お よ び 備 品

無 形 固 定 資 産

建 設 仮 勘 定

有 形 固 定 資 産 合 計



イ

ロ

２

３

イ

イ

ロ

ハ

４

イ

１,４６８,１２２

２４８,１６７

(2)

(3)

固 定 資 産 合 計

流 動 資 産

流 動 資 産 合 計

建設改良費等の財源に充てるための
企 業 債

８,７７９,５６２

企 業 債 合 計

建設改良費等の財源に充てるための
企 業 債

７６５,３３６

出 資 金

８８１,９４４

４３,８１７,１８１

２６,７４２

１０,２４７,６８４

(1)

特 別 修 繕 引 当 金

８,７７９,５６２

１４,２００

４９

１０,７２６,９１３

(1)

(2)

１４,２４９

４６５,０００

５５,０３５,８３６

負　　　　債　　　　の　　　　部

水道用水供給事業

企 業 債

(3) 投 資 そ の 他 の 資 産

固 定 負 債 合 計

流 動 負 債

修 繕 引 当 金

引 当 金 合 計

引 当 金

未 収 金

(1)

預 託 金

企 業 債

資 産 合 計

１１,２１８,６５５

投 資 そ の 他 の 資 産 合 計

現 金 預 金

貯 蔵 品

固 定 負 債

３３８,０１１退 職 給 付 引 当 金



イ

ロ

ハ

５

イ

ロ

ハ

ニ

ホ

ヘ

未 払 金

繰 延 収 益 合 計

収 益 化 累 計 額

受 贈 財 産 評 価 額

そ の 他 流 動 負 債

４,８９８,１６９

１７,６７２

１７,０５３,７１８

９５,３２５△         

４２８,８９１

４,０８４△           

３６０,５３２

１,２０１,５５５△    

６８,３５９△         

７７,７３５

５００

企 業 債 合 計 ７６５,３３６

(4)

引 当 金

４,８９８,１６９

２１,７５６

修 繕 引 当 金 ７６,５９８

１５２,６７４

(1)

賞 与 等 引 当 金 ２４,４６６

特 別 修 繕 引 当 金 ５１,６１０

１,９０７,８６５

引 当 金 合 計

国 庫 補 助 金 ５,５４３,０４６

そ の 他 補 助 金

６４,３３０

５９,９６６

１１,３５０△         

１２,２０７△         

水道用水供給事業

(3)

(2)

長 期 前 受 金

９８９,３５５

収 益 化 累 計 額

工 事 負 担 金

流 動 負 債 合 計

他 会 計 補 助 金

収 益 化 累 計 額 ４,３４１,４９１

寄 附 金 １５５,２９１

収 益 化 累 計 額

繰 延 収 益

６５,５２８

負 債 合 計

長 期 前 受 金 合 計

収 益 化 累 計 額

収 益 化 累 計 額 ５２,９８０



６

７

イ

ロ

ハ

イ

ロ

工 事 負 担 金

３１,３６１,２８７

利 益 剰 余 金

５５,０３５,８３６

４,９０３,４８９

３,６９０,７１５

受 贈 財 産 評 価 額

資 本 金

剰 余 金

２,０１９

資　　　　本　　　　の　　　　部

２,０４３

(2)

国 庫 補 助 金 １,７１３,２８０

(1) 資 本 剰 余 金

水道用水供給事業

３７,９８２,１１８

６,６２０,８３１

１,７１７,３４２資 本 剰 余 金 合 計

１,２１２,７７４当 年 度 未 処 分 利 益 剰 余 金

建 設 改 良 積 立 金

負 債 資 本 合 計

資 本 合 計

剰 余 金 合 計

利 益 剰 余 金 合 計



Ⅰ 重要な会計方針に係る事項に関する注記

たな卸資産の評価基準および評価方法

貯蔵品について、先入先出法による原価法を用いている。

固定資産の減価償却の方法

有形固定資産

地方公営企業法施行規則（昭和27年総理府令第73号）別表第２号に定める種類の区分ごとに応じた耐用年数（ただし、構築物または機械および装置を一体として償却する

場合は、同号注一の表に掲げる耐用年数）により定額法を用いている。

無形固定資産

地方公営企業法施行規則別表第３号に定める種類の区分ごとに応じた耐用年数により定額法を用いている。

引当金の計上方法

退職給付引当金

職員の退職手当の支給に備えるため、当事業年度末の退職手当要支給額における水道用水供給事業会計が負担すべき額を計上している。各会計が負担する額については、

各会計における職員の勤続年数による按分により負担することとしており、各会計が負担すると見込まれる負担額は次のとおり。

一般会計   　　　　　

工業用水道事業会計 　

水道用水供給事業会計 

賞与等引当金

職員の期末・勤勉手当の支給およびこれに係る法定福利費の支払いに備えるため、当事業年度末における支給（支払）見込額に基づき、当事業年度の負担に属する額を計

上している。

特別修繕引当金

法令等に基づき、数年度ごとに定期的に行われる大規模な修繕について、その修繕に要する経費を年数按分した額を計上している。

修繕引当金

３

２２２,４４１千円

１２２,７７９千円

３３８,０１１千円

(2)

(3)

(4)

（平 成 31 年 ３ 月 31 日）

注 記

水道用水供給事業

１

２

(1)

(2)

(1)



平成24年４月１日施行の地方公営企業会計基準移行前に引き当てたものを計上しており、引き続き従前の例により取り崩すこととする。

貸倒引当金

債権の不納欠損による損失に備えるため、貸倒実績率等による回収不能見込額を計上する。

なお、当事業においては、過去に貸倒実績がないため、計上していない。

その他計算書類の作成のための基本となる重要事項

消費税等の会計処理

消費税および地方消費税の会計処理は、期中税抜方式によっている。

なお、控除対象外消費税等については、当事業年度の費用として処理している。

Ⅱ 平成30年度予定キャッシュ・フロー計算書に関する注記

なし

Ⅲ 平成30年度予定貸借対照表等に関する注記

なし

Ⅳ セグメント情報に関する注記

報告セグメントが水道用水供給事業会計の単一セグメントであるため、記載を省略している。

Ⅴ リース契約により使用する固定資産に関する注記

オペレーティング・リース取引に係る未経過リース料相当額は次のとおりである。

１年内

１年超

　計

Ⅵ その他の注記

退職給付引当金の目的使用による取崩しについて

当事業年度において、退職手当として３３,２３２千円を支給するため、退職給付引当金３１,３５５千円を取り崩す。

(5)

水道用水供給事業

１

１１１千円

２１２千円

３２３千円

(1)

１

４



特別修繕引当金の目的使用による取崩しについて

当事業年度において、朝国共同施設増圧ポンプ修繕工事等を執行するにあたり、特別修繕引当金２８,２６６千円を取り崩す。

修繕引当金の目的使用による取崩しについて

当事業年度において、吉川浄水場ろ過池ろ材入替工事等を執行するにあたり、修繕引当金４８,８６３千円を取り崩す。

水道用水供給事業

２

３



（単位  千円）

１

２

３

４

水道用水供給事業

その他未処分利益剰余金変動額 ９３３,１１３

当 年 度 未 処 分 利 益 剰 余 金 １,６８０,１５６

当 年 度 純 利 益 ７４７,０４３

経 常 利 益 ７４７,０４３

(3) 雑 支 出 ５０７ １６０,１６７ １４５,１８９      

(2) 受 託 工 事 費 ５,００９

営 業 外 費 用

(1) 支 払 利 息 お よ び 企 業 債 取 扱 諸 費 １５４,６５１

(6) 雑 収 益 １,８３８ ３０５,３５６

(5) 受 託 工 事 収 益 ５,００９

(4) 長 期 前 受 金 戻 入 ２８７,２０３

(3) 他 会 計 負 担 金 ２,３１１

(2) 他 会 計 補 助 金 １１

(1) 受 取 利 息 お よ び 配 当 金 ８,９８４

営 業 利 益 ６０１,８５４

営 業 外 収 益

(4) 資 産 減 耗 費 １９,１１８ ３,８８２,４９５

(3) 減 価 償 却 費 ２,２６４,７４３

(2) 業 務 費 １,２３１,４９３

営 業 費 用

(1) 総 係 費 ３６７,１４１

(1) 給 水 収 益 ４,４８４,３４９ ４,４８４,３４９

平 成 29 年 度 滋 賀 県 水 道 用 水 供 給 事 業 予 定 損 益 計 算 書

（平成29年４月１日から平成30年３月31日まで）

営 業 収 益



（単位  千円）

１

イ

ロ

ハ

ニ

ホ

へ

ト

チ

イ

ロ

ハ

無 形 固 定 資 産 合 計 ５０４,０８１

地 上 権 １２,８９２

施 設 利 用 権 ２１３

水 利 権 ４９０,９７６

有 形 固 定 資 産 合 計 ４３,８４３,１２７

(2) 無 形 固 定 資 産

減 価 償 却 累 計 額 ２１３,１４９△       １１１,９３９

建 設 仮 勘 定 ５,０２２,７２１

減 価 償 却 累 計 額 ３２△                ５６８

工 具 器 具 お よ び 備 品 ３２５,０８８

減 価 償 却 累 計 額 ２０,２７５△         ６,９１０

船 舶 ６００

減 価 償 却 累 計 額 １７,４３３,５６４△  ７,９８４,６９４

車 両 運 搬 具 ２７,１８５

減 価 償 却 累 計 額 ２６,７４５,３１８△  ２５,７５６,０６５

機 械 お よ び 装 置 ２５,４１８,２５８

減 価 償 却 累 計 額 １,９４２,１７２△    ２,８３０,６０１

構 築 物 ５２,５０１,３８３

土 地 ２,１２９,６２９

建 物 ４,７７２,７７３

(1) 有 形 固 定 資 産

水道用水供給事業

平 成 29 年 度 滋 賀 県 水 道 用 水 供 給 事 業 予 定 貸 借 対 照 表

（平　成　30　年　３　月　31　日）

資　　　　産　　　　の　　　　部

固 定 資 産



イ

ロ

２

３

イ

イ

ロ

ハ

４

イ 建設改良費等の財源に充てるための
企 業 債

８９５,４７０

水道用水供給事業

流 動 負 債

(1) 企 業 債

引 当 金 合 計 １,５５７,９６８

固 定 負 債 合 計 １０,８９２,８６６

特 別 修 繕 引 当 金 ２４８,０９６

修 繕 引 当 金 ９５８,５４２

退 職 給 付 引 当 金 ３５１,３３０

建設改良費等の財源に充てるための
企 業 債

９,３３４,８９８

企 業 債 合 計 ９,３３４,８９８

(2) 引 当 金

(1) 企 業 債

負　　　　債　　　　の　　　　部

固 定 負 債

流 動 資 産 合 計 １０,７９０,７０９

資 産 合 計 ５５,１５２,１６６

(3) 貯 蔵 品 ２５,６７８

(2) 未 収 金 ４７５,０００

(1) 現 金 預 金 １０,２９０,０３１

固 定 資 産 合 計 ４４,３６１,４５７

流 動 資 産

預 託 金 ４９

投 資 そ の 他 の 資 産 合 計 １４,２４９

出 資 金 １４,２００

(3) 投 資 そ の 他 の 資 産
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ハ

５

イ

ロ

ハ

ニ

ホ

ヘ

負 債 合 計 １７,６７５,３７９

長 期 前 受 金 合 計 ５,１８３,４９５

繰 延 収 益 合 計 ５,１８３,４９５

受 贈 財 産 評 価 額 ６４,３３０

収 益 化 累 計 額 ９,０８０△           ５５,２５０

寄 附 金 １５８,００９

収 益 化 累 計 額 ７９,４２３△         ７８,５８６

工 事 負 担 金 ４２９,３２９

収 益 化 累 計 額 ５４,８３１△         ３７４,４９８

そ の 他 補 助 金 ７７,７３５

収 益 化 累 計 額 ８,１３８△           ６９,５９７

他 会 計 補 助 金 ３４,４５８

収 益 化 累 計 額 ７,０３５△           ２７,４２３

国 庫 補 助 金 ５,５４６,３１０

収 益 化 累 計 額 ９６８,１６９△       ４,５７８,１４１

(1) 長 期 前 受 金

流 動 負 債 合 計 １,５９９,０１８

繰 延 収 益

(4) そ の 他 流 動 負 債 ５００

修 繕 引 当 金 ４８,８６３

引 当 金 合 計 １００,０４８

賞 与 等 引 当 金 ２２,９１９

特 別 修 繕 引 当 金 ２８,２６６

(3) 引 当 金

水道用水供給事業

(2) 未 払 金 ６０３,０００

企 業 債 合 計 ８９５,４７０
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負 債 資 本 合 計 ５５,１５２,１６６

水道用水供給事業

剰 余 金 合 計 ７,０８８,２１３

資 本 合 計 ３７,４７６,７８７

当 年 度 未 処 分 利 益 剰 余 金 １,６８０,１５６

利 益 剰 余 金 合 計 ５,３７０,８７１

建 設 改 良 積 立 金 ３,６９０,７１５

資 本 剰 余 金 合 計 １,７１７,３４２

(2) 利 益 剰 余 金

工 事 負 担 金 ２,０１９

受 贈 財 産 評 価 額 ２,０４３

国 庫 補 助 金 １,７１３,２８０

(1) 資 本 剰 余 金

剰 余 金

資　　　　本　　　　の　　　　部

資 本 金 ３０,３８８,５７４



Ⅰ 重要な会計方針に係る事項に関する注記

たな卸資産の評価基準および評価方法

貯蔵品について、先入先出法による原価法を用いている。

固定資産の減価償却の方法

有形固定資産

地方公営企業法施行規則（昭和27年総理府令第73号）別表第２号に定める種類の区分ごとに応じた耐用年数（ただし、構築物または機械および装置を一体として償却する

場合は、同号注一の表に掲げる耐用年数）により定額法を用いている。

無形固定資産

地方公営企業法施行規則別表第３号に定める種類の区分ごとに応じた耐用年数により定額法を用いている。

引当金の計上方法

退職給付引当金

職員の退職手当の支給に備えるため、当事業年度末の退職手当要支給額における水道用水供給事業会計が負担すべき額を計上している。各会計が負担する額については、

各会計における職員の勤続年数による按分により負担することとしており、各会計が負担すると見込まれる負担額は次のとおり。

一般会計   　　　　　

工業用水道事業会計 　

水道用水供給事業会計 

賞与等引当金

職員の期末・勤勉手当の支給およびこれに係る法定福利費の支払いに備えるため、当事業年度末における支給（支払）見込額に基づき、当事業年度の負担に属する額を計

上している。

特別修繕引当金

法令等に基づき、数年度ごとに定期的に行われる大規模な修繕について、その修繕に要する経費を年数按分した額を計上している。

修繕引当金

(1)

水道用水供給事業

１

２

（平 成 30 年 ３ 月 31 日）

注 記

２８８,４１８千円

１２８,１６５千円

３５１,３３０千円

(2)

(3)

(4)

(2)

３

(1)



平成24年４月１日施行の地方公営企業会計基準移行前に引き当てたものを計上しており、引き続き従前の例により取り崩すこととする。

貸倒引当金

債権の不納欠損による損失に備えるため、貸倒実績率等による回収不能見込額を計上する。

なお、当事業においては、過去に貸倒実績がないため、計上していない。

その他計算書類の作成のための基本となる重要事項

消費税等の会計処理

消費税および地方消費税の会計処理は、期中税抜方式によっている。

なお、控除対象外消費税等については、当事業年度の費用として処理している。

Ⅱ 平成29年度予定貸借対照表等に関する注記

企業債の償還に係る一般会計の負担

県営青土ダムについて、建設費の一部を当会計が負担している。予定貸借対照表に計上されている企業債のうち、青土ダム建設負担金の財源として発行した企業債の元金償

還額および当該償還額に対する一般会計が負担すると見込まれる額は次のとおりである。

平成30年度以降の元金償還額

平成30年度以降の一般会計の負担見込額 ※

※地方公共団体の財政の健全化に関する法律(平成19年法律第94号)の規定に基づき算定した見込額である。

Ⅲ セグメント情報に関する注記

報告セグメントが水道用水供給事業会計の単一セグメントであるため、記載を省略している。

Ⅳ リース契約により使用する固定資産に関する注記

オペレーティング・リース取引に係る未経過リース料相当額は次のとおりである。

１年内

１年超

　計

Ⅴ その他の注記

(5)

４

(1)

１

２６８千円

１３９千円

水道用水供給事業

１,２２８千円

３２３千円

１,５５１千円

１



特別修繕引当金の目的使用による取崩しについて

当事業年度において、吉川浄水場浄水機械修繕工事等を執行するにあたり、特別修繕引当金４２,９１６千円を取り崩す。

修繕引当金の目的使用による取崩しについて

当事業年度において、吉川浄水場ろ過池ろ材入替工事等を執行するにあたり、修繕引当金８１,５５２千円を取り崩す。

水道用水供給事業

１

２


